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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第22期より連結財務諸表を作成しております。 

３ 第23期までの潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しており

ません。 

４ 第23期までの株価収益率は当社株式が非上場・非登録でありますので記載しておりません。 

第一部 【企業情報】

回次 第20期 第21期 第22期 第23期 第24期

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高 (千円) ― ― 3,747,801 3,793,894 4,071,698

経常利益 (千円) ― ― 802,913 1,001,982 1,199,373

当期純利益 (千円) ― ― 334,704 399,302 670,339

純資産額 (千円) ― ― 3,019,800 3,296,489 5,693,144

総資産額 (千円) ― ― 4,144,196 4,425,886 6,786,678

１株当たり純資産額 (円) ― ― 805.28 879.06 1,339.56

１株当たり当期純利益 (円) ― ― 89.25 106.48 176.79

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― 176.27

自己資本比率 (％) ― ― 72.9 74.5 83.9

自己資本利益率 (％) ― ― 11.3 12.6 14.9

株価収益率 (倍) ― ― ― ― 25.5

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― 434,775 983,485 744,124

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― 85,550 △326,441 △511,500

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― △279,080 △319,605 1,617,794

現金及び現金同等物 
の期末残高

(千円) ― ― 1,409,222 1,743,416 3,603,275

従業員数 (名) ― ― 179 172 165



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第21期の１株当たり配当額50円には、平成５年より本格的に事業を開始して10周年にあたることから、その

記念として記念配当16円50銭を含んでおります。 

３ 第21期から、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益および潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算

定に当たっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準第２号)および「１株当たり当

期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第４号)を適用しております。 

４ 第23期までの潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しており

ません。 

５ 第23期までの株価収益率は当社株式が非上場・非登録でありますので記載しておりません。 

６ 第22期、第23期および第24期の財務諸表については、証券取引法第193条の２の規定に基づき、中央青山監

査法人の監査を受けておりますが、第20期および第21期は当該監査を受けておりません。 

７ 当社は平成14年８月31日付で株式１株につき1.5株の分割を行っております。当該株式分割に伴う影響を加

味し、遡及修正を行った場合の1株当たり指標の推移を参考までに掲げると以下のとおりとなります。な

お、第20期および第21期の数値（1株当たり配当額については全ての数値）については中央青山監査法人の

監査を受けておりません。 

 
  

回次 第20期 第21期 第22期 第23期 第24期

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高 (千円) 3,741,898 3,639,668 3,211,985 3,246,368 3,471,729

経常利益 (千円) 1,088,302 1,143,220 877,384 1,125,562 1,170,816

当期純利益 (千円) 355,655 549,718 113,903 410,145 680,714

資本金 (千円) 480,000 480,000 480,000 480,000 1,330,000

発行済株式総数 (株) 2,500,000 3,750,000 3,750,000 3,750,000 4,250,000

純資産額 (千円) 2,559,003 2,906,720 2,842,660 3,130,332 5,535,076

総資産額 (千円) 3,912,538 3,969,621 3,613,762 4,004,889 6,427,593

１株当たり純資産額 (円) 1,023.60 762.67 758.04 834.75 1,302.37

１株当たり配当額
(うち１株当たり中間配当額)

(円)
50.00

(  ― )
50.00

(  ― )
30.00

(  ― )
50.00

(  ― )
55.00

(  ― )

１株当たり当期純利益 (円) 142.26 134.13 30.37 109.37 179.52

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― 178.99

自己資本比率 (％) 65.4 73.2 78.7 78.2 86.1

自己資本利益率 (％) 14.2 20.1 3.9 13.7 15.7

株価収益率 (倍) ― ― ― ― 25.1

配当性向 (％) 35.1 37.2 98.7 45.7 30.6

従業員数 (名) 144 149 122 116 111

回次 第20期 第21期 第22期 第23期 第24期

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

１株当たり純資産額 (円) 682.40 762.67 758.04 834.75 1,302.37

１株当たり配当額 
(うち１株当たり中間配
当額)

(円)
33.33 

(  ― )
50.00

(  ― )
30.00

(  ― )
50.00 

(  ― )
55.00

(  ― )

１株当たり当期純利益 (円) 94.84 134.13 30.37 109.37 179.52

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― 178.99



２ 【沿革】 

当社は、当社、株式会社ビジネスコンサルタント、ビーコンシステム株式会社および株式会社ビーコン

インフォメーションテクノロジーで構成される「ビーコングループ」に属しておりました。「ビーコング

ループ」は、株式会社ビジネスコンサルタントが母体で、同社から独立したビーコンシステム株式会社、

ビーコンシステム株式会社から独立した株式会社ソフトウェア・エージー・オブ・ファーイースト（現、

株式会社ビーコンインフォメーションテクノロジー）で形成されております。また、当社は、株式会社ソ

フトウェア・エージー・オブ・ファーイーストからＩＴシステム運用関連の事業を継承しております。 

これらの各社は、相互に資本関係がありますが、取引、資金および人事の決定過程を通じて、他のビー

コン各社からの影響は受けておりません。 

当社は、昭和52年７月以後株式会社ソフトウェア・エージー・オブ・ファーイーストが国内で販売して

いた「A-AUTO」（コンピュータ・システムの複雑なジョブのスケジュールを自動化し、ＩＴシステム運用

管理の効率化を実現するツールである日本国産のソフトウェア・プロダクト）を米国市場で販売する目的

で、昭和57年５月、東京都中央区に株式会社ビジネスコンサルタントの子会社（出資比率50.5%）として

スリービー株式会社の商号で設立されました。 

その後、昭和62年10月、スリービー株式会社の社名を「株式会社ビーエスピー」に変更し、「A-AUTO」

を輸出するため事業を再開し、平成５年７月、当社は株式会社ソフトウェア・エージー・オブ・ファーイ

ーストのＩＴシステム運用関連の事業を継承し、コンピュータ・システム運用管理ソフトウェア・プロダ

クトの専門会社として本格的な活動を開始いたしました。 

当社およびビーコングループ各社の設立年表は以下のとおりであります。 

  

 

  



  

 
  

年    月 沿            革

昭和57年５月 東京都中央区において資本金1,000万円をもって、「A-AUTO」を米国市場で販売する目的で

スリービー株式会社（現、株式会社ビーエスピー）を設立

昭和62年10月 スリービー株式会社を株式会社ビーエスピーへ商号変更

昭和63年12月 株式会社ソフトウェア・エージー・オブ・ファーイースト（現、株式会社ビーコンインフ

ォメーションテクノロジー）と海外販売代理店契約締結

平成元年９月 シンガポールにおいて、シンガポール＄12,500を出資（当社出資比率25.0％）して関連会

社 BSP Singapore Pte.Ltd.を設立（平成16年12月解散）

平成元年９月 本社を東京都千代田区に移転

平成３年７月 ジョブ管理ソフトウェア「A-AUTO/X8」販売開始

平成３年８月 本社を東京都大田区に移転

平成４年６月 帳票管理ソフトウェア「A-SPOOL/X8」販売開始

平成５年７月 株式会社ソフトウェア・エージー・オブ・ファーイーストのＩＴシステム運用関連の事業

を継承し、本格的な活動を開始

平成５年８月 ジョブ管理ソフトウェア「A-AUTO for UNIX」販売開始

平成６年７月 ジョブ管理ソフトウェア「A-AUTO for OS/400」販売開始

平成７年４月 大阪市中央区に大阪事業所開設

平成７年８月 アメリカ合衆国ニューヨーク州において、ＵＳ＄100,000を出資（当社出資比率50.0％）し

て、最新のマーケット情報の収集、および米国での販売拠点として、関連会社 BSP 

International Corp.（現、連結子会社）を設立

平成８年３月 ジョブ管理ソフトウェア「A-SUPERVISION」販売開始

平成８年６月 ジョブ管理ソフトウェア「A-AUTO for Windows NT」販売開始

平成８年10月 名古屋市中村区に名古屋事業所開設

平成10年１月 本社を東京都港区に移転

平成10年10月 関連会社 BSP International Corp.の増資を引受けることにより当社出資比率58.1％の連

結子会社とする。

平成11年６月 ISO9001認証取得

平成12年３月 BSP International Corp.にて帳票管理ソフトウェア「Information Navigator」販売開始

平成12年10月 帳票管理ソフトウェア「BSP-RM」販売開始

平成13年４月 東京都港区において5,000万円を出資して、本格的にソリューション事業を展開するため、

株式会社ビーエスピーソリューションズを設立

平成13年７月 福岡市博多区に福岡事業所を開設

平成15年11月 本社を東京都港区港南二丁目（現、本社所在地）に移転

平成16年12月 連結子会社 BSP International Corp.を100％子会社化

平成17年１月 連結子会社 株式会社ビーエスピーソリューションズを100％子会社化

平成18年１月 統合運用管理ソフトウェア「BeXtation」販売開始

平成18年３月 ジャスダック証券取引所に株式上場



３ 【事業の内容】 

  

当社を中心とする企業集団（以下、「当社グループ」という。）は、当社および子会社である株式会社

ビーエスピーソリューションズ、BSP International Corp.の３社により構成されており、主に基幹業務

システム(※1)の運用管理等のためのソフトウェア・プロダクト（以下、「製品」という。）の開発・販

売およびサポートサービス等を行う「プロダクト事業」、およびシステム構築のコンサルティング、シス

テムの受託開発等を行う「ソリューション事業」を行っております。 

 なお、当社グループはＩＴシステム運用管理領域に係る製品およびソリューションの提供を主な事業と

した単一事業分野の営業活動を行っており、事業の種類別セグメント情報を記載していないため、事業部

門別に記載しております。 

  

(1)プロダクト事業部門 

当社グループの最終ユーザーは、金融機関や情報通信産業、自動車製造業、総合小売業、総合商社等の大手民間企

業ならびに指定されたシステムインテグレーターを通じての官公庁であります。当社グループでは企業および官公庁

向けに以下の事業を展開しています。 

①製品の開発・販売（プロダクト売上） 

コンピュータ・システム上で処理される業務（以下、「ジョブ」という。）を自動化するための製品、コンピュ

ータ・システムで出力される帳票を管理し仕分けなどを自動化する製品、ジョブの実行状況監視用の製品、データ

入力業務の標準化や自動化を行う製品などを当社グループで開発し、販売しております。そのほか、一部、他社の

製品も取扱っております。 

 当社グループは、顧客のコンピュータ・システムの処理能力等に応じて製品の使用権の許諾料（ライセンス料）

を受け取ることによって売上を計上しております。 

 また、当社グループ製品の特徴は、メインフレームからＩＢＭ社が発表したオープンメインフレームやオープン

系(※2)のコンピュータ・システムまで幅広く対応できる点にあり、主要なハードメーカー（日本ＩＢＭ、富士通、

日立、ヒューレットパッカードなど）のコンピュータ上で稼動し、コンピュータのジャンルやメーカーにとらわれ

ないコンピュータ・システム運用が可能であることです。 

②期間使用料 

製品の使用期間を定めてライセンス料と保守サービス料をセットにして期間使用料を受け取っております。 

③保守サービス 

当社グループは、メインフレーム系製品の利用者からは製品の販売翌年度以降に、オープン系製品の利用者から

は製品の販売時から、保守サービス料として製品価格の一定割合を受け取っております。この保守サービス料の中

には、製品の新リリース版の無償提供や、ライセンス交換等の権利の対価としての技術サービス料の他、使用上の

制限および回避措置に関する情報提供の対価としてのプログラムサービス料、およびこれらの情報に基づく問題解

決の実施の対価としてのサポートサービス料等が含まれております。 

④導入支援サービス他 

製品の販売に伴うインストール、導入教育などのサービスの提供や当社グループの製品のマニュアル販売等にか

かる売上区分であります。 

  



なお、当社グループの主な製品とその特徴は以下のとおりであります。 

 
  

(2)ソリューション事業部門 (※5) 

プロフェッショナルサービス 

 ＩＴシステム運用に関するソリューションサービスや会員制サービス「シスドック」等を提供しております。ソ

リューションサービスとしては、コンピュータシステム構築のコンサルティングや受託開発およびシステム統合等

システム移行に伴う支援を行っております。 

 また、会員制サービス「シスドック」は、当社グループのアドバイザーが定期的に顧客（会員）を訪問し、コン

ピュータ・システム運用に関するアドバイス等を行うアドバイス・サービスとＷＥＢサイトを通じてＩＴシステム

運用に関する最新技術動向や、事例のご紹介、研究レポートなどの情報を提供する情報提供サービスを行っており

ます。 

製品名 製品の内容・特徴

（ジョブ管理）

A-AUTO

A-AUTO for MVS/MSP/VOS3 

A-AUTO for XSP

A-AUTO for z/os

A-AUTO for OS400

A-AUTO for UNIX

A-AUTO for Windows

A-SUPERVISION

BeXtation

 

「A-AUTO」シリーズは、コンピュータ・システム上で処理されるバッチ処理(※

3)のスケジューリングや実行制御を自動化する製品であります。

「A-SUPERVISION」はコンピュータ・システムのジョブ実行状況監視用の製品で

あります。

「BeXtation」はシステムを統合し、統一的なインターフェースで監視や操作が

できるようにすることで、運用の標準化と品質を向上させ、これに掛かるコス

ト（負荷）を削減する製品であります。

（帳票管理）

A-SPOOL

A-SPOOL for XSP

「A-SPOOL」は、コンピュータ・システムで出力される帳票の管理と仕分けなど

を自動化する製品であります。

BSP-RM 「BSP-RM」は、各種アプリケーションで作成された帳票を統合的に保存管理

し、様々な出力媒体（プリンターや電子帳票など）にデータコード(※4)やデ

ータ形式などを自動変換して出力する製品であります。

Information Navigator 「Information Navigator」は、帳票（レポート）情報の中から必要な部分だけ

を見ることができ、帳票に異常値が発生すると、担当者に通知し、複数帳票か

ら必要項目を選択して新たなレポートをノンプログラミングで自動作成する機

能を備えた製品であります。

TIA Report 「TIA Report」は、コンピュータ・システムの運用監視および管理帳票を自動

作成する機能を備えた製品であります。

（その他）

A-DATAdrift 「A-DATAdrift」は、データ入力業務の標準化・自動化用の製品であります。

A-QUALITY 「A-QUALITY」は、コンピュータ・システムで処理されるデータのチェックの自

動化、異常値の自動検出用の製品であります。



  
当社グループの系統図および位置付けは以下のとおりであります。 

  

当社 グループの系統図 

 

  

当社と関係会社の事業内容 

当社グループの各社は、主に以下の事業を行っております。 

①株式会社ビーエスピー 

コンピュータ・システム運用に関する自動化・効率化・データ活用を支援する製品の開発・販売、保守サービスお

よび導入支援サービスを行っております。 

②株式会社ビーエスピーソリューションズ 

東日本を中心にコンピュータ・システム運用に関するプロフェッショナルサービス、導入支援サービスおよび保守

サービスの提供を行っております。 

③BSP International Corp. 

米国において、製品の販売を行うとともに、日系企業を中心にプロフェッショナルサービスの提供を行っておりま

す。 

  
  

 
※1 企業内の全部門、全社員に関係する業務処理を、比較的大規模なコンピュータで集中処理するシステム。部門をまたがって処理さ

れる電子伝票システムや、社員の給与計算システム等がある。 

※2 パソコンやワークステーションをネットワークを通じて相互に接続した分散型のシステム。UNIXやWindows、LinuxなどのOSがこれ

にあたる。 

※3 一定期間(もしくは一定量)データを集め、まとめて一括処理を行う処理方式。また、複数の手順からなる処理において、あらかじ

め一連の手順を登録しておき、自動的に連続処理を行う処理方式。 

※4 メッセージを処理するにあたって必要な情報をコード化したもの。 

※5 様々な問題解決の蓄積などから、考えられる問題点と、それに対する解決法をユーザーに提出し、実現する事業展開。 

  



４ 【関係会社の状況】 

  

 
(注) １ 特定子会社であります。 

２ 有価証券届出書または有価証券報告書を提出している会社はありません。 

３ 株式会社ビーエスピーソリューションズについては、売上高（連結会社間の内部売上高を除く）の連結売上

高に占める割合が10％を超えております。 

主要な損益情報等 ①売上高     1,563,399千円 

②経常利益      50,710千円 

③当期純利益     13,999千円 

④純資産額     237,080千円 

⑤総資産額     716,852千円 

  

５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

当社グループは、ＩＴシステム運用管理ソフトウェア・プロダクトおよび運用に関するソリューションの提供を

主な事業とした単一事業分野の営業活動を行っているため、事業の種類別セグメント情報の区分にかえて、事業部

門別の従業員数を示すと次のとおりであります。 
平成18年３月31日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年３月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 平均年間給与は、賞与および基準外賃金を含んでおります。 

  

(3) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

名称 住所
資本金又は
出資金

主要な事業
の内容

議決権の所有
割合(％)

関係内容

(連結子会社)

㈱ビーエスピーソリュー
ションズ (注)１

東京都港区 
 

150百万円
ソフトウェ
アの受託開
発

100.0

当社からサポート業務
の委託を行っておりま
す。 
役員の兼任 1名

(連結子会社)

BSP International Corp. 
(注)１

アメリカ合衆国
ニューヨーク州

5,700千
米ドル

ソフトウェ
アの開発・
販売

100.0

当社から製品を仕入れ
ている他、当社に対し
製品を販売しておりま
す。 
役員の兼任 2名 
資金の貸付

事業部門別の名称 従業員数(名)

プロダクト事業 116

ソリューション事業 49

合計 165

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

111 34.6 6.9 6,666



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

 当連結会計年度の経済環境を顧みますと、わが国の景気は、緩やかな回復を続け、今や戦後最長の

拡大期間を記録した「いざなぎ景気」を超えることが予想されます。景気拡大の牽引力となった民間

部門では、過剰な雇用、過剰な設備等、供給サイドの調整が進展し、これが物価の下落に徐々に歯止

めをかけ、投資や消費のムードを変えてきました。大手企業は一層のコスト削減等で収益性を高め、

潤沢なキャッシュフローを攻めの経営再構築のために投資し、その流れが中小企業にまで及び始めま

した。企業部門中心に回復してきた景気は、家計部門に波及してきており、賃金も上昇しつつあり、

雇用面ではむしろ人手不足気味となってきています。  

 また、情報サービス産業の売上高も前期比0.9％の増加となっています（平成17年度 経済産業省・

特定サービス産業動態統計）。ソフトウェアプロダクト分野の売上高は同ベースで前期比8.4％の減少

となりましたが、ゲームソフトを除くソフトウェアプロダクト分野の売上高は1.5％の増加と緩やかな

増加傾向にありました。  

 一方ハードウェアの分野では、この数年間でメインフレームからUNIXやWindows、Linuxなどのオー

プン系サーバーへとシフトしてきました。それと同時に、分散されたサーバー環境を統合したいとい

う顧客ニーズやメインフレームを継続して利用する顧客ニーズに応えるハードウェアとして、富士通

が発表したメインフレームに匹敵する処理能力を持つ基幹IAサーバー（PRIMEQUEST）やＩＢＭ社が発

表したオープンメインフレーム（zSeries）が注目されるようになってまいりました。  

 このような環境の変化に伴い、これらに対処することが大きな課題となってきました。  

 当社グループは、「ＩＴシステム運用を支えている人達を応援します」というお客様へのメッセー

ジを掲げて、激変する環境の変化へのスピーディな対応を基本方針として経営課題に取り組むことに

より、業績の拡大に努めてまいりました。その結果、当連結会計年度の売上高は4,071,698千円（前年

同期比7.3％増）となりました。当連結会計年度は、好調なプロダクト売上に連動して販売費及び一般

管理費も前年と比較して2.4％増となりましたが、営業利益につきましては1,190,538千円（前年同期

比22.5％増）、経常利益につきましては1,199,373千円（前年同期比19.6％増）となりました。また、

当期純利益は670,339千円（前年同期比67.8％増）と特別損失が大きかった前連結会計年度に比較し大

幅な増益となりました。  

 また、資本金はジャスダック証券取引所への株式上場時に新株式の発行を行い、850,000千円増加

し、1,330,000千円となりました。なお、資本準備金は新株発行時に1,079,500千円増加し、1,450,500

千円となりました。  

 総資産は、2,360,792千円増加し、当連結会計年度末残高は6,786,678千円となりました。  

 なお、当社株式は平成18年３月15日にジャスダック証券取引所に上場いたしました。 

  

事業部門別の業績は次のとおりであります。 

Ａ プロダクト事業 

 前連結会計年度に引き続きオープン系自社開発製品の販売に営業活動の重点を置きました。ソリュ

ーション提案からのアプローチを強化する狙いから、プロダクト営業とソリューション営業のワンフ

ロアー化を実現し、情報共有による提案力向上を図ることにより、売上拡大につなげることができま

した。情報漏洩問題などのセキュリティに関連する分野や、内部統制の観点から重要視されるシステ



ム監査に対するソリューション提案がお客様のニーズを捉えることができました。また、間接販売推

進の目的で取り組んできたパートナービジネスが当連結会計年度の後半に至り、ようやく実を結び、

大手ＳＩベンダー、ハードウェア・メーカーが提供するシステムの中に当社グループの製品が組み込

まれ、売上高増加に寄与いたしました。 

 その結果、プロダクトの売上高は、1,111,447千円（前年同期比21.0％増）となりました。プロダク

ト売上高をプラットフォーム別に分類いたしますと、オープン系製品の売上高は74,673千円増加し、

418,360円（前年同期比21.7％増）となりました。また、メインフレーム系製品の売上高は、208,274

千円増加し、363,505千円（前年同期比134.1％増）となりました。オープンメインフレーム系売上高

は89,468円減少し、329,581千円（前年同期比21.3％減）となりました。また、期間使用料売上高は、

452,692千円（前年同期比9.4％増）となりました。保守サービス売上高は、1,965,226千円（前年同期

比1.6％減）となりました。導入支援サービス他の売上高は、150,846千円（前年同期比68.0％増）と

なりました。 

  

Ｂ ソリューション事業 

 当連結会計年度は、お客様の視点に立った営業活動に努め、受注時での利益重視を進めながら、プ

ロフェッショナルサービスの受注拡大に注力し、会員制サービス「シスドック」の積極推進をしてま

いりました。 

 その結果、ソリューション事業の売上高は、391,485千円（前年同期比4.3％増）となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

 当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、税金等調整前当期純

利益が1,204,903千円（前年同期比64.9％増）、およびジャスダック証券取引所上場の際に500,000株

の新株式発行により調達した資金から発行費用を差引いた1,914,329千円等により資金が増加したもの

の、法人税等の支払および定期預金の預け入れ等により当連結会計年度末には3,603,275千円（前年同

期比106.6％増）となりました。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は744,124千円（前年同期比24.3％減）となりました。これは主に、税

金等調整前当期純利益が1,204,903千円と前期と比較して474,503千円増加したものの、法人税等の支

払額が454,201千円と前年同期と比較して329,879千円増加したこと等によるものであります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は、511,500千円（前年同期比56.6％増）となりました。これは主に新

たな預金の預入500,000千円、有形固定資産の取得による支出36,524千円、無形固定資産の取得による

支出21,458千円およびゴルフ会員権の売却による収入が45,828千円によるものであります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果得られた資金は、1,617,794千円（前連結会計年度は319,605千円の支出）となりま

した。これはジャスダック証券取引所上場の際に500,000株の新株式発行により調達した資金から発行

費用を差引いた1,914,329千円増加いたしましたが、短期借入金の返済による支出109,035千円および

配当金の支払187,500千円の支出によるものであります。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当連結会計年度における生産実績を事業別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 金額は、販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 仕入実績 

当連結会計年度における仕入実績を事業別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 金額は、仕入価格によっております。 

２ 仕入高は主にロイヤリティ(※1)であります。 

３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 受注状況 

当連結会計年度における受注状況を事業別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 金額は、販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

区分

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日)

比較増減

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円）
前年同期比
(％)

ソリューション事業 440,814 365,515 △75,299 △17.0

合計 440,814 365,515 △75,299 △17.0

区分

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日)

比較増減

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円）
前年同期比
(％)

プロダクト事業 102,212 93,398 △8,814 △8.6％

合計 102,212 93,398 △8,814 △8.6％

事業部門 区分

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日)

比較増減

受注高 
(千円)

受注残高
(千円)

受注高
(千円)

受注残高
(千円)

受注残高 
(千円)

受注残高
(千円)

ソリューショ
ン事業

プロフェッシ
ョナルサービ
ス

389,076 34,830 285,567 26,169 △103,509 △8,661

合計 389,076 34,830 285,567 26,169 △103,509 △8,661



(4) 販売実績 

当連結会計年度における販売実績を事業別に示すと、次のとおりであります。 

 
(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 平成18年３月期のプロダクト販売のうち、プラットフォーム別（メインフレーム系、オープンメインフレーム

系およびオープン系）の販売高、プロダクト販売に占める構成比、前年同期比は以下のとおりであります。 

 
３ 最近２連結会計年度の主な相手先別の販売実績および当該販売実績の総販売実績に対する割合については、

10％以上に該当する相手先がないため、記載を省略しております。 

  

 
※1 知的所有権の使用料 

  

事業部門 区  分 機能別 プロダクト別

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

販売高
（千円）

前年同期比 
（%）

プロダクト事業 プロダクト ジョブ管理 A-AUTO系 704,846 18.3

帳票管理
A-SPOOL系

346,772 42.6
BSP-RM系

その他 59,829 △24.6

プロダクト計 1,111,447 21.0

期間使用料 452,692 9.4

保守サービス 1,965,226 △1.6

導入支援サービス他 150,846 68.0

プロダクト事業計 3,680,213 7.6

ソリューション
事業

プロフェッショナルサービス 391,485 4.3

ソリューション事業計 391,485 4.3

合      計 4,071,698 7.3

区分

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

販売高
（千円）

販売高
構成比(%)

前年同期比 
(%)

プロダクト

メインフレーム系 363,505 32.7 134.1

オープンメインフレーム系 329,581 29.7 △21.3

オープン系 418,360 37.6 21.7

計 1,111,447 100.0 21.0



３ 【対処すべき課題】 

当社グループの主な事業領域である“ＩＴシステム運用”を取り巻く環境変化は著しいものがありま

す。システムの利用範囲が広がり、業務単位の部分最適化が行われた結果、プラットフォームや利用形態

の複雑化でＩＴシステム運用が煩雑化しています。また、平成17年４月の個人情報保護法の施行以来、企

業はセキュリティ管理、ログ管理などの面からも、ますますＩＴシステム運用に対する依存度を高めてき

ています。さらに、企業の不祥事を背景に必要性が高まっている内部統制の強化が大企業に共通の課題と

なってきました。ここでもＩＴシステム運用が果たす役割に対する期待が高まってきております。 

当社グループは、こうした環境変化をビジネスチャンスと捉え、営業力、商品力、人材力のそれぞれを

強化することにより、スピーディな対応を図るとともに企業の社会的責任にしっかりと応えていく会社作

りに取り組み、売上および収益の一層の向上に努める所存であります。中長期的な経営戦略の実践のため

に当社グループが対処すべき課題は、次のとおりであります。 
  

(１)グループ各社の役割の再編 

当社グループの事業領域はＩＴシステム運用に関する「プロダクト事業」と「ソリューション事業」

ですが、本年４月より子会社である株式会社ビーエスピーソリューションズが一部分担していたプロダ

クト販売とサポート業務を全て親会社である当社に統合することにより、プロダクト事業は当社、ソリ

ューション事業は株式会社ビーエスピーソリューションズという役割の再編を行いました。株式会社ビ

ーエスピーソリューションズは運用コンサルテーション業務を中心とするソリューション事業に経営資

源を集中することにより、お客様がシステムの構築や変更を検討し始める段階（上流工程）からアプロ

ーチをかけ、プロダクトの導入を検討する段階で当社営業との連携により、当社のプロダクト販売に貢

献させることが課題であります。 

  

(２)営業戦略上の取り組み  

ⅰ 直接販売力の強化 

高度化するお客様のニーズに適確に応えられるよう、技術的な専門知識と主力製品を中心とした提

案力を併せ持つ営業部員となるべく、能力開発を行います。 

ⅱ パートナー販売の推進 

平成17年度下期の売上に貢献した成功事例をパートナービジネスパックとして横展開するととも

に、新たな付加価値連携商品の企画提案をＳＩベンダー、コンサルティング企業等、システム構築の

上流工程に関与するパートナーに対し行います。さらに、パートナーを支援する広告宣伝活動も強化

いたします。 

ⅲ マーケティング活動の強化 

ＩＴ利用分野の急速な拡大に伴い、企業のＩＴシステム運用に対するニーズも多様化しています。

社内外セミナー、イベント等を通じた情報収集に基づき、市場・競合他社および競合製品・技術・顧

客の動向調査・分析を行い、その情報を基に販売企画に結び付けます。 
  

(３)商品開発上の取り組み 

ⅰ 製品開発の効率化 

 自社プロダクトの新規開発・機能追加や改良・拡張などのバージョンアップにおいては、スパイラ

ル型(※1)の開発手法ならびにコンポーネント化の推進により品質の高い製品をタイムリーに市場に

提供してまいります。また、製品ラインアップの拡充をより短期間で実現するために、オフショア開

発を活用します。さらに、他社製品の権利買取による自社プロダクト化を積極的に推進いたします。

ⅱ サービス商品の強化 

 サービスの高付加価値化を目指した「ライセンス交換サービス」は、既存顧客の囲い込みに効果を

発揮しており、引続き積極的に推進してまいります。また、子会社の株式会社ビーエスピーソリュー

ションズで展開しているＩＴシステム運用のホームドクターに例えられる会員制サービス「シスドッ

ク」の積極推進を行い、コンサルテーションビジネスの確立と自社プロダクトの販売拡大を図りま

す。さらに、製品サポートから顧客サポートへと質的な転換を図ってきたサポートサービス業務は、



お客様のニーズを把握し、課題の解決を支援するという「顧客サービス」の提供という目標に取り組

みます。 

ⅲ 新マーケットの開拓 

 ＩＴシステム運用の領域拡大に伴い、新事業の発掘と推進を行います。特に将来法制化が予定され

ている日本版ＳＯＸ法に対応する製品提供につきましては、業務提携、資本提携等、株式上場により

調達した資金を有効に活用してスピードアップを図ります。また、海外マーケットにおける当社製品

の販売促進を図るため当社主力製品の英語版の出荷を進めます。さらに、海外事業推進室を中心に、

オフショア開発と販売の拠点作りに取り組みます。 
  

(４)人材育成の取り組み 

ⅰ 教育体系の確立 

社員のモチベーション向上と能力向上を目指し、人材キャリアパスと教育体系の整備を進めてまい

りましたが、各種資格取得の一層の奨励等、さらなるモチベーション向上に努めます。 

ⅱ 技術力の向上 

基礎能力の早期習得を目指した新入社員研修のプログラム見直しとともに、営業部員に対する技術

研修を強化いたします。 

ⅲ マネジメント力の向上 

中堅・幹部社員研修は、研修初年度にマネジメントスキル習得の段階を終え、２年目は実践を通じ

て各自の弱みを発見し、補強するための研修内容といたします。 

ⅳ グローバル人材の育成 

海外における開発・販売拠点設置を見据え、グローバル人材の育成を図ります。具体的には、海外

子会社への出向・派遣プログラムの試験的運用、海外研修、ローカルスタッフの採用・育成等を推進

してまいります。 

  

(５)人材の獲得 

当社グループの属する情報サービス業界では、慢性的な技術者の不足が業界全体に共通する問題点と

なっているとともに、情報技術者は同業者間における流動性の高い職種であります。 

 一方、人材は、当社がお客様に提供すべき製品・サービスの付加価値の創造を担う、最も重要な資産

であり、その獲得・育成・確保は、中期的戦略にとって不可欠であります。当社は製品の開発から販

売、サポートまでを一貫して自社で行う体制をとっておりますので、従来から新卒の採用に重点を置い

てきましたが、今後は、より活発な採用活動を展開し、中途採用にも力を入れてまいります。 

  

(６)企業の社会的責任への取り組み 

コーポレートガバナンスの強化を最大の課題として取り組みます。特に内部統制システムの確立は重

点課題であり、透明性の高い経営を実践いたします。 

 財務の安定性確保、公正取引、投資家への情報開示、および株主への利益還元等の課題とともに、顧

客満足を大きな課題として品質管理、サービスの一層の充実、お客様が実施している人材育成の支援等

に取り組みます。また、雇用・労働面から、従業員の能力開発、労働環境の向上等にも取り組みます。

 
※1 システムの開発手順を示すモデルのひとつで、システムの一部分について設計・実装を行い、仮組みのプログラムを元に顧客から

のフィードバックやインターフェースの検討などを経て、さらに設計・実装を繰り返していく手法のこと。 

  



４ 【事業等のリスク】 

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響

を及ぼす可能性のある主な事項を記載しております。また、必ずしもそのようなリスク要因に該当しない

事項についても、投資者の投資判断上、重要であると考えられる事項については、投資者に対する積極的

な情報開示の観点から、以下に記載しております。なお、当社は、これらのリスク発生の可能性を認識し

た上で、発生の回避および発生した場合の対応に努める所存であります。 

 本項においては、将来に関する事項が含まれておりますが、当該事項は、有価証券報告書提出日現在に

おいて判断したものであり、事業等のリスクはこれらに限られるものではありません。 

  

（１）ジョブ管理用および帳票管理用の製品関連への依存 

平成18年３月期において、ジョブ管理（A-AUTO系）製品関連の売上高は、2,332,839千円で連結売上

高の57.3％を占めており、帳票管理（A-SPOOL系、BSP-RM系）製品関連の売上高は、977,932千円で同

24.0％を占めており、これら特定用途向けの製品への依存度が高くなっております。 

 当社グループの製品の機能は、ジョブ管理や帳票管理等の一部の機能に限られておりますが、大手の

サーバメーカーのなかにはシステム稼動・パフォーマンス管理、ネットワーク管理、セキュリティ管理

を含めた総合的な管理プロダクトを提供しているところもあります。当社グループは、ジョブ管理や帳

票管理等の基幹業務システムに特化し、販売や顧客サポート活動を通じて獲得した既存顧客のニーズを

ベースにして、当社グループの製品に機能追加やバージョンアップを繰り返してきております。このた

め、当社グループの製品は、総合的な管理製品と比べて、ジョブ管理や帳票管理等の特定分野の機能が

充実していると考えておりますが、コンピュータ・システムの運用管理を行うにあたって企業が総合的

な管理製品を選好する場合もあり、今後、こうした傾向が高まると、当社グループの経営成績に重要な

影響を与える可能性があります。 

 なお、平成18年３月期の機能別（ジョブ管理、帳票管理）の売上高、売上高構成比、前年同期比は以

下のとおりであります。 

  

 
  

区分

第24期連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
  至 平成18年３月31日）

売上高（千円） 売上高構成比（％） 前年同期比（％）

ジョブ管理 プロダクト 704,846 17.3 18.3

期間使用料 343,682 8.4 5.2

保守サービス料 1,284,310 31.5 △2.7

計 2,332,839 57.3 4.0

帳票管理 プロダクト 346,772 8.5 42.6

期間使用料 89,974 2.2 25.5

保守サービス料 541,185 13.3 △0.5

計 977,932 24.0 13.8



（２）ＩＴ市場の環境変化 

①コンピュータ・システムのダウンサインジング化やオープン化の進展に伴うメインフレームコンピュ

ータの低迷 

 当社グループは、これまで大手企業や官公庁の基幹業務システムとして広く利用されてきたメインフ

レームコンピュータ・システム環境に対応した（メインフレーム系）製品の開発販売に注力してきたこ

ともあり、平成18年３月期において、メインフレーム系プロダクトの売上高（363,505千円）はプロダ

クト売上高（1,111,447千円）の32.7％を占めております。 

 多くの大手企業では既に基幹業務システムを導入済みであり、また、企業のコンピュータ・システム

のダウンサイジング化やオープン化の進展に伴って、近年では国内のメインフレームコンピュータの出

荷額は減少傾向にあります。当社においては、平成18年３月期は、大型案件成約によりメインフレーム

系プロダクトの売上高は前期比134.1％増となりましたが、今後も主要なハードメーカーのメインフレ

ームコンピュータ出荷額の減少が続く場合、経営成績に影響を与える可能性があります。 

 また、平成18年３月期の連結売上高の48.2％を占める保守サービスは、主にメインフレーム系の製品

にかかるものであります。これらは、顧客企業の基幹業務システムとして利用されており、また、その

ためにオペレーティング・システムの変更等に伴う改訂や改良が重要であるため、プロダクト販売に比

べると、比較的安定的な収益であると考えております。しかしながら、ＩＴ市場における急激な企業の

統廃合、技術革新等により、大手企業において従来のメインフレームコンピュータが使用されなくなっ

たり、当社グループが適時に適切な製品の改訂版や改良版の提供ができず、保守サービスの解約が増加

した場合、当社グループの経営成績に影響を与える可能性があります。 

  

②コンピュータ・システムのオープン化への対応 

 近年、企業におけるコンピュータ・システム運用は、メインフレームコンピュータを中心としたもの

から、クライアントサーバを利用したオープンシステムへと移行しておりますが、システムの分散化に

伴う弊害も発生しております。一方、ＩＢＭ社の戦略商品であるオープンメインフレーム（zSeries）

のような新たな形態のコンピュータシステムも登場しております。当社は、このような変化に迅速に対

応しておりますが、ＩＴ関連技術は技術革新の進歩が早く、それに応じて業界標準および利用者ニーズ

が急速に変化するため、この変化への対応が遅れた場合、競合他社との差別化を図れずに競争力の低下

を招き、当社グループの経営成績に影響を与える可能性があります。 

  

（３）連結子会社の状況 

①株式会社ビーエスピーソリューションズ 

株式会社ビーエスピーソリューションズは、ＩＴシステム運用に係るソリューションの提供を目的と

して当社の100%子会社として平成13年４月に設立されました。同社の主要な事業であるプロフェッショ

ナルサービスにおいてはプロジェクト管理が重要であり、この管理が十分に行き届かないと不採算案件

が発生するリスクがあり、当社グループの経営成績に影響を与える可能性があります。 

  

②BSP International Corp. 

 米国の連結子会社 BSP International Corp.は、新規製品の開発費用等が先行して赤字が継続してお

り、平成17年12月期における同社の未処理損失金は655,498千円（資本金は5,700千米ドル）となってお

ります。同社は、主に「Information Navigator」（レポート情報の活用を支援するツール）の販売を

行っておりますが、当社グループの見通しどおりに販売ができなかった場合には、当社グループの経営

成績に影響を与える可能性があります。 



  

（４）大株主ビーコングループ各社との関係について 

①当社およびビーコングループ各社の設立の経緯 

 当社は、当社、株式会社ビジネスコンサルタント、ビーコンシステム株式会社および株式会社ビーコ

ンインフォメーションテクノロジーで構成される「ビーコングループ」に属しておりました。「ビーコ

ングループ」は、株式会社ビジネスコンサルタントが母体で、同社から独立したビーコンシステム株式

会社、ビーコンシステム株式会社から独立した株式会社ソフトウェア・エージー・オブ・ファーイース

ト（現、株式会社ビーコンインフォメーションテクノロジー）で形成されております。また、当社は、

株式会社ソフトウェア・エージー・オブ・ファーイーストからＩＴシステム運用関連の事業を継承して

おります。 

 これらの各社は、相互に資本関係がありますが、取引、資金および人事の決定過程を通じて、他のビ

ーコン各社からの影響は受けておりません。 

 当社は、昭和52年７月以後株式会社ソフトウェア・エージー・オブ・ファーイーストが国内で販売し

ていた「A-AUTO」（コンピュータ・システムの複雑なジョブのスケジュールを自動化し、ＩＴシステム

運用管理の効率化を実現するツールである日本国産のソフトウェア・プロダクト）を米国市場で販売す

る目的で、昭和57年５月、東京都中央区に株式会社ビジネスコンサルタントの子会社（出資比率

50.5%）としてスリービー株式会社の商号で設立されました。 

 その後、昭和62年10月、スリービー株式会社の社名を「株式会社ビーエスピー」に変更し、「A-

AUTO」を輸出するため事業を再開し、平成５年７月、当社は株式会社ソフトウェア・エージー・オブ・

ファーイーストのＩＴシステム運用関連の事業を継承し、コンピュータ・システム運用管理ソフトウェ

ア・プロダクトの専門会社として本格的な活動を開始いたしました。 

当社およびビーコングループ各社の設立年表は以下のとおりであります。 

 

  



②当社およびビーコングループ各社との資本関係 

 当社の設立経緯に起因して、当社は、ビーコングループ各社とは相互に資本関係があります。有価証

券報告書提出日現在、ビーコングループ３社（株式会社ビーコンインフォメーションテクノロジー、ビ

ーコンシステム株式会社および株式会社ビジネスコンサルタント）の持株比率は、それぞれ14.9％、

8.4％、8.4％（合計31.8％）となっております。 

 

  

③ビーコングループ各社の事業概要 

 主にコンサルタント業務を行っている株式会社ビジネスコンサルタント以外のビーコンシステム株式

会社および株式会社ビーコンインフォメーションテクノロジーは、いずれも当社と同様に情報関連の事

業を行っておりますが、両社とも専門分野に特化しているため、直接的な競合は発生しておりません。

ビーコングループにはグループ戦略やグループ各社間での事業分野の調整等はなく、各社の独立性を尊

重した緩やかな結び付きを基本にしたグループ運営が行われております。 

・株式会社ビジネスコンサルタント 

昭和39年に東京都中央区において設立され、人材開発・組織開発のためのプログラムの提供および

企業経営の効率性を高めるためのコンサルテーション等を主な事業内容としております。 

・ビーコンシステム株式会社 

昭和45年に株式会社ビジネスコンサルタントの子会社として設立され、主に業務系システムの受託

開発を行っております。また、コンピュータ・システム教育事業等も行っております。 

・株式会社ビーコンインフォメーションテクノロジー 

昭和51年に株式会社ビジネスコンサルタントの子会社として設立され、業務用のアプリケーション

システムやデータベース関連システムの輸入販売を主力事業としております。また、当該分野のシス

テム開発も行っております。 

  

④ビーコングループ各社との人的関係 

 有価証券報告書提出日現在、当社の取締役８名のうち旧株式会社三和銀行（現、株式会社三菱東京

UFJ銀行）の元副会長の川畑清氏が大株主である株式会社ビーコンインフォメーションテクノロジーの

兼任役員となっております。なお、経営上および事業運営上の助言を得ることを目的として、株式会社

ビーコンインフォメーションテクノロジーの元代表取締役会長兼社長（現、創業者最高顧問）の石井義

興氏を取締役として招聘しております。 



 また、他のビーコングループ各社との間に従業員の出向関係はありません。 

  

⑤ビーコングループ各社との取引関係 

当社グループとビーコングループ各社との平成18年３月期における取引関係は以下のとおりでありま

す。 

 
（注）１ 上記取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

   ２ 取引条件および取引条件の決定方針等 

   （１） ㈱ビーコンインフォメーションテクノロジー(以下、「ＢＩＴ」という。)と当社との販売取引は、「販売代理店契約

書」に基づく取引で、他の代理店と同一条件にて取引をしております。 

   （２） ユーザ会費用分担金の受入および支払は、当社とＢＩＴと共同運営している「Beaconユーザ会」の諸活動の結果発生す

る諸経費合計の50%であります。 

   （３） ビーコンシステム㈱との販売取引は、同社とのソフトウェア・プロダクト使用許諾契約に基づく取引で他の販売先と同

一条件にて取引をしております。 

   （４） ㈱ビジネスコンサルタントと当社との人材育成のための研修費用取引は他の同種の取引条件と比較、検討した上で取引

を行っております。 

   ３ Beaconユーザ会は元々は、ＢＩＴ１社で運営していたものでした。その後当社がＢＩＴのシステム運用事業を継承したこと

に伴い、ユーザ会分離についても検討いたしましたが、コスト面および顧客利益の面から、継続して同一の会として運営

する方が良いと判断したためＢＩＴと共同運営しているものであります。 

   ４ 今後の取組方針 

 上記各社と取引を行う場合には、相見積を行い、取締役会で報告し、内容によっては承認手続を経て、他の取引先と同

一条件にて取引を行ってまいります。 

  

（５）その他 

①人材の獲得 

 当社グループの属する情報サービス業界では、慢性的な技術者の不足が業界全体に共通する問題点と

なっております。また、近年では、従来のようなシステムエンジニアやプログラマーといった大きな括

りの職務分野から、アプリケーション分野別、技術分野別、業務上の役割別、技術レパートリー別、お

よび経験・実績別など複数の要素により細分化され、限られた分野での人材の獲得競争は一層厳しくな

っております。このような中で、当社グループの製品開発に必要な分野の能力を有した、優秀な人材の

確保、育成、定着が重要な課題であり、適切な人材の確保等ができなければ、当社グループの経営成績

に影響を与える可能性があります。 

  

②知的財産権 

 製品の開発・販売においては、特許権、商標権、実用新案権および意匠権等の工業所有権や著作権な

属性 会社等の名称 住所

資本金又 

は出資金 

(千円)

事業の内容 

又は職業

議決権等 

の所有 

(被所有) 

割合(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 

(千円)
科目

期末残高

(千円)役員の 

兼任等

事業上 

の関係

法人主

要株主

㈱ビーコンイ

ンフォメーシ

ョンテクノロ

ジー

東京都

新宿区
809,250

ソフトウェ

アプロダク

トの開発、

販売及び輸

入

(所有) 

直接3.6% 

(被所有) 

直接14.9%

兼任1名
同社製品

の販売他

プロダクト

の販売 

ユーザ会費

用分担金の

受入 

ユーザ会費

用分担金の

支払

35,952 

 

2,870 

 

 

15,992 

 

 

売掛金 

 

未収入金 

 

 

未払金 

 

 

36,266 

 

917 

 

 

14,622 

 

 

大株主
ビーコンシス

テム㈱

東京都

港区
575,000

コンピュー

タソフトウ

ェアの設計

開発保守

(所有) 

直接3.6% 

(被所有) 

直接8.4%

兼任1名
当社製品

の開発他

プロダクト

の販売
471 － －

大株主
㈱ビジネスコ

ンサルタント

東京都

中央区
410,000

人材育成及

び組織開発

プログラム

の提供

(所有) 

直接3.0% 

(被所有) 

直接8.4%

－

共同セミ

ナー開催

及び講師

派遣

人材育成の

ための研修

費用

12,124 未払金 1,806



ど多くの知的財産権が関係しております。当社グループは、自社開発の製品をはじめとして、特許権や

実用新案権などの対象となる可能性のあるものについては、その取得を目指して対応しております。し

かしながら、当社グループにおいて必要な知的財産権の取得ができない場合や、当社グループ製品等の

類似製品が他社より開発販売された場合には、当社グループの業績に悪影響を与える可能性がありま

す。 

  

③訴訟の可能性 

 当社グループは、過去において、損害賠償請求や起訴を受けた事実はありませんが、当社グループが

事業展開を図る上で、当社グループの事業または製品が、他人の特許等を知らないうちに使用したこと

による知的財産権侵害などを理由とした訴訟その他の請求（以下「訴訟等」といいます。）の対象とさ

れる可能性があるほか、当社グループのソフトウェアパッケージが原因となるシステム障害などによっ

てユーザーに損害を与え、このために訴訟等を提起される可能性もあり、その訴訟等の内容および金額

によっては業績に影響を与える可能性があります。 

  

④顧客データ、個人情報の管理について 

 当社グループは、平成15年５月に成立した個人情報保護法が平成17年４月１日から全面施行されたこ

とに伴い、平成18年３月にプライバシーマークを取得いたしました。また、当該法令の規定の遵守も踏

まえた情報管理という観点から、顧客データ、個人情報の厳正な管理および漏洩防止を定めた「個人情

報保護規程」を制定し、それに加えて当社グループの全ての従業員との間においては個人情報を含む機

密保持に係る「契約書」を個別に締結して、個人情報を含む機密情報の漏洩の未然防止に努めておりま

す。 

 さらに、当社グループは、個人情報をも含めた重要な業務管理情報についてＩＤおよびパスワードに

よって管理するとともにインターネットを通じた外部からのアクセスによる情報流出の防止策を採用し

ております。 

 しかしながら、このような対策をもってしても個人情報を含むそれらの重要情報の社外漏洩を防止で

きず、当該情報漏洩に起因して第三者に何らかの損害が発生した場合には、当社グループが損害賠償請

求の対象となる可能性があります。また、当社グループの情報管理体制に係る良くない風評が発生し、

当社グループの事業活動に悪影響を及ぼす可能性があります。 

  

⑤競争激化の可能性について 

 当社グループは、システム運用管理分野の製品開発などにより、各事業において競合他社との差別化

と付加価値の確保に努めております。しかしながら、大手企業（ハードウェアメーカー、システムイン

テグレーターなど）の参入などにより、当社グループの競争力が低下する可能性があります。また、景

気の低迷などによって、企業のＩＴ投資が抑制される環境下においては、他社との価格競争の激化によ

り、売上高および利益が減少する可能性があります。 

  



⑥ストックオプションについて 

 旧商法第280条ノ20および旧商法第280条ノ21の規定に基づき、当社は、ストックオプション制度を導

入しており、当社および当社子会社の取締役、従業員に対するインセンティブプランの一環として、ス

トックオプションとして新株予約権を発行することとしております。なお、平成17年12月15日開催の取

締役会決議により、平成17年12月28日に第１回新株予約権を発行しております。第１回新株予約権の付

与先は、当社、当社子会社の取締役および従業員（合計48名）であります。 

 また、ストックオプションの目的で発行することから、本新株予約権は無償で発行し、新株予約権行

使時に払込すべき１株当たりの金額は当社普通株式の株式上場に際して行う公募増資等のために当社取

締役会または取締役会の委任を受けた代表取締役が決定し公表する当社普通株式の一般募集における発

行価格・売出しにおける売出価格と同額（以下、「公募価格」という。）といたしました。有価証券報

告書提出日現在における当社の発行済株式総数は、4,250,000株でありますが、全ての権利が行使され

て375,000株が発行されると、当社株式の価値は8.8％希薄化することになります。 

  

⑦敵対的買収防衛策について 

 当社は、基幹業務ソフトウェア分野において、長年にわたり当社製品をご利用いただいている顧客を

多数抱えております。これらの顧客（営業資産）の獲得等を目的として、当社株式の買収事案が発生す

る可能性があります。現時点では買収者出現の有無および当該買収者を特定できるものではありません

が、当社としては、このような買収事案に適切な判断を下すための指針が必要であると考えました。 

 このため当社は、経営陣による恣意的な買収防衛策の発動がなされないようにする目的で、定款にお

いて、買収防衛策の発動にあたっての手続き等を定めております。この中では、将来における当社の株

式に対する大量取得行為等によって、当社の企業価値ないし株主共同の利益が不当に害されることを防

止するため、取締役会に対し、大量取得行為等の当否についての検討の機会を確保するための事項の策

定、不当な大量取得行為等がなされた場合等における防衛策の実施、および不当な大量取得行為等を未

然に防止するための防衛策の導入につき一定の裁量を与え、これに併せて、取締役会の判断の公正を担

保するべく、社外取締役等により組織される企業価値検討委員会に対し諮問することを義務付けており

ます。そして、定款の授権に基づき、当該方針が仮に導入された場合には、当社株式の大量取得行為を

しようとする者からの事前の資料提出がなされず検討期間が十分に確保されない場合、または当該買収

提案者が濫用的な目的を有していると認めた場合には、企業価値検討委員会に対する諮問を行ったうえ

で株主に対する新株予約権の無償割当等の対抗措置を講じることとしております。このような対抗措置

の一つとして例えば、新株予約権が行使された場合には、当社の株式について株式価値の希薄化が生じ

る可能性があります。 

 かかる定款規定に基づき、平成18年５月11日開催の取締役会において取得条項付新株予約権の無償割

当を内容とする具体的な買収防衛策の導入を決議し、直ちに公表いたしました。また、同防衛策につい

ては、平成18年６月22日開催の当社第24期定時株主総会に議案として提出し、原案どおり承認可決いた

しました。 

  

  

５ 【経営上の重要な契約等】 

特記事項はありません。 

  



６ 【研究開発活動】 

当社グループは、従来からの特徴であるメインフレームからUNIX、Windows、Linux、AS400(※1)などの

サーバーを含む様々なビジネスプラットフォーム環境に完全に対応していくための研究開発活動を、昨年

度に引き続き継続して行っています。さらに、今後重要になってくると予想される「他社製品とのインタ

フェース(※2)技術」および新しいコンピュータ・システム運用のコンセプトづくりと、これに基づいた

製品開発についても積極的な展開を行っています。 

 なお、当社グループにおける研究開発は、当社の製品開発部およびプロダクト推進部、BSP 

International Corp.を中核として推進しており、当連結会計年度の研究開発費総額は340百万円となりま

した。 

 当連結会計年度に取り組んだ主な研究開発の内容および成果は次のとおりであります。 

  

（1）製品の開発内容と成果 

①Loganizer for Linux 

 Loganizer for Linuxは当社がメインフレームで提供したジョブログ管理ツールであるA-LOGのオープ

ン環境に対応した製品です。メインフレームからオープン環境へと移行が進んでいく中で、メインフレ

ームで提供されていた運用ツールがオープン環境にも必要とされるようになってきています。さらにシ

ステムの分散化、サーバーの増加が起こりやすいオープン環境では、管理コストを抑えるためにログ

（※3）の一元管理のニーズが高まり、これに対応したのが、Loganizer for Linuxです。顧客の要望を

最大限採り入れて格納されたログの抽出およびInformation Navigatorとの連携による機能アップを行

いました。 

 

②A-AUTO for Unix, Windows/Version6 

 A-AUTO for Unix, Windowsは、当社主力製品（ジョブスケジューリングシステム）であり、各種の要

望を組込み、複数のA-AUTOシステム間の業務連携に関する機能アップを行いました。 

 また、海外向けに、英語版を平成18年３月にリリースしています。 

 

③BSP-RM for Unix, Linux, Windows/Version1.4 

 BSP-RM for Unix, Linux, Windowsは、当社主力製品であり、顧客からの要望を最大限採り入れて以

下の機能アップを行いました。 

１）コメント情報の拡張 

２）ウイングアークテクノロジー株式会社のSuperVisualFormadeの連携機能の拡張 

  

④BeXtation (開発コードJupiter) 

 多くのサーバーが分散し、異なるメーカーや異なるバージョンの運用ツールが混在しているシステム

を仮想的に統合し、既存システムを生かしたまま統一的なインターフェースで監視や操作ができるよう

にすることで、運用の標準化と品質を向上させ、これにかかるコスト（負荷）を大幅に削減する。開発

を完了し、平成18年１月にリリースしています。 

  



（2）現在、研究開発に取り組んでいる主なソフトウェア・プロダクトは次のとおりであります。 

①Loganizer for Windows/Version2 

 システム監査へ対応するに必要な実行結果のログやアクセスログなどの各種ログに対する保存管理を

行うものであります。当製品にてログとして保存管理することで過去の監視情報を追跡することを実現

します。 

 本製品は、Loganizer for Linuxのサーバ機能をWindows上で稼動するよう移植開発を行ったもので

す。平成18年４月にリリースしています。 

 

②Loganizer/Version3 

 システム監査へ対応するに必要な実行結果のログやアクセスログなどの各種ログに対する保存管理を

行うものであります。当製品にてログとして保存管理することで過去の監視情報を追跡することを実現

します。Version３ではメインフレームで提供したジョブログ管理ツールであるA-LOGのデータも管理で

きるようになります。 

 

③新入力システムExentry/Version6 

 データ入力を効率的に正確に行うものであります。入力時にデータの属性の制御やチェックを行い入

力ミスを削減します。 

 平成18年４月にリリースしています。 

 

④A-AUTO for Unix Windows/Version6.1 

 A-AUTO for Unix, Windowsは、当社主力製品（ジョブスケジューリングシステム）であり、マスタメ

ンテナンスにおけるセキュリティ機能を強化します。 

 また、分散コンピュータ環境で発生するファイル転送などの事象を検知することで業務の自動実行を

実現する機能を提供します。 

 

⑤BeXtation/Version1.1 

 異なる運用ツールを仮想的に統合し、オペレーションや運用の標準化を実現します。パラメータ設定

を変えるだけで様々なツールに対応できる汎用的な連携用モジュールを開発し、対応ツールを拡大しま

す。 

 

⑥J-SOX対応プロダクト（仮称） 

 日本版ＳＯＸ法への対応を支援するツールとして、LoganizerおよびInformation-Navigaterをベース

にログの収集、保存、分析、レポートを行うシステムを開発します。ログを活用することにより業務プ

ロセスが間違いなく手順通りに実行されていることを証明し、システム監査などへ対応することを実現

します。 

 

⑦A-SUPERVISION/Version2.1 

 ジョブスケジューリングシステムにおける業務の実行状況の監視・制御を実現します。 

 本製品のサーバ機能をLinux環境で稼動するよう移植開発を行ったものです。また、近年のネットワ

ーク環境に対応したシステム構成に変更しています。平成18年５月にリリースしています。 

 

⑧BSP-RM/Version1.5 



 BSP-RMは当社主力製品であり、顧客や当社営業部員からの要望を最大限採り入れて以下の機能アップ

を行います。 

１） 漢字コード拡張（ユニコード、NEC） 

２） ホスト帳票への拡張対応 

３） 配信パフォーマンスアップ 

４） セパレータ機能の拡張 

  

（3）研究活動の内容 

① 外部コンピュータ・システムとのインタフェース技術の研究 

  コンピュータ・システムでは、そのプラットフォームによってデータ（文字）コードが異なっていま

す。また、便利で効果的なソフトウェアパッケージも、それぞれで異なったデータ形式を要求していま

す。そのため、いろいろなコンピュータ・システムやソフトウェアパッケージを混在して利用するため

には、それらの間をデータ変換する必要があり、これが業務コンピュータ・システムの開発や運用の負

荷を増大させていました。 

 当社グループでは、他のソフトウェアパッケージを扱うベンダー（※4）との協業により、異なった

コンピュータ・システム間の変換インタフェースを開発し、一種のHUBステーション（※5）としての役

割をもつ、ソフトウェア・プロダクトの研究を行っております。 

 このような外部コンピュータ・システムとのインタフェース技術については、今後も継続して研究し

ていき、当社グループのソフトウェアパッケージに積極的に採り入れていきます。 

 

②Linuxやz/OS（※6）など新しいオペレーティング・システムへの対応技術 

 欧米ではかなり普及しているとされるLinuxですが、日本でもようやく本格的に導入され始めまし

た。当社では、数年前からA-AUTO for Linuxの販売を開始し、続いてBSP-RM、LoganizerをLinuxに対応

させ、既に多くのお客様から契約をいただいております。 

 最近では、z/OS（IBM社）のように、従来のメインフレームに相当するコンピュータ・システムにも

Linuxを搭載する動きが活発になってきて、Linuxの普及も更に加速していくものと予測されます。そこ

で、当社では、従来に引き続き、新しいLinuxやz/OSの技術研究を行いながら、すべてのソフトウェ

ア・プロダクトをLinux対応にしていく準備を進めています。 

 

③日本版ＳＯＸ法への対応技術 

 米国において2002年７月に成立した米国企業改革法（ＳＯＸ法）によって、ＩＴシステムにおいて

も、システムの開発、保守、運用が公正に実施されていることが監査されるようになりました。日本で

も「日本版ＳＯＸ法」の制定が近い将来に予測され、米国企業のみならず全ての企業のＩＴシステムに

おいて監査に耐えうる証明情報の提供機能が必須となっていくことが予測されます。そこで、当社で

は、A-AUTO、BSP-RM、LoganizerおよびInformation Navigator等、当社のすべてのソフトウェア・プ

ロダクトをＳＯＸ法に対応していく準備を進めています。 

 

 

④ソフトウェア・プロダクト開発環境の研究 

 ネットワーク技術の進化によってコンピュータ・システム利用がグローバル化し、日本国内でもソフ

トウェアパッケージの低価格化が進むことが予想されます。そうしたことを背景に、低コストで高品質

なソフトウェアパッケージの開発を目指し、当社グループでは、ソフトウェア資産の再利用の研究を行



っています。 

 すでに、既存のソフトウェアプロダクトより、再利用可能な部品として、ソフトウェアコンポーネン

トを切り出し、新規プロダクトの開発への利用を開始しております。今後はさらなるソフトウェアコン

ポーネントの充実を図りながら、適宜、開発プロセスや設計・開発技法の見直しを行い、より生産性の

高い開発環境を整備していく計画です。 

 

⑤最新技術の研究 

 当社では、製品とすべきソフトウェア・プロダクトの研究開発について、「創造的技術革新」、「改

善的技術革新」、「基礎的技術革新」の３つに分類し、常に最新技術を研究し採用するなど、積極的か

つ革新的な活動を行っています。 

  

 
※1 ＩＢＭ社製コンピュータ・ハードの名称 

※2 コンピュータと周辺機器に接続する際の、端子やデータの規格や接続に必要な装置を指す。 

※3 コンピュータの利用状況やデータ通信の記録を取ること。また、その記録。操作やデータの送受信が行われた日時と、行われた操

作の内容や送受信されたデータの中身などが記録される。 

※4 製品のメーカーあるいは販売会社のこと。 

※5 ＬＡＮを構成する際に使用される機器。集線装置。 

※6 ＩＢＭ社が同社のeServer zSeries900向けに開発したメインフレーム用64ビットOS。OS/390の流れを汲んでおり、信頼性や可用性

の高さには定評がある。 

  



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

（1）財政状態 

 当社グループは、適切な流動性の維持、事業活動のための資金確保および健全なバランスシートの維

持を財務方針としております。当連結会計年度末における総資産は、前連結会計年度末（以下「前期

末」という。）と比較して2,360,792千円増加して6,786,678千円（前年同期比53.3％増）となりまし

た。流動資産は1,911,758千円増加して4,798,161千円（前年同期比66.2％増）、固定資産は449,034千

円増加して1,988,517千円（前年同期比29.1％増）となりました。 

 流動資産増加の主な要因は、ジャスダック証券取引所上場の際、500,000株の新株式発行により総額

1,929,500千円の資金を調達したことによるものであります。 

 固定資産増加のうち有形固定資産は建物増加等により17,812千円増加となりました。無形固定資産は

ソフトウェア償却による減少等により51,955千円減少となりました。投資その他の資産は、長期性預金

の増加等により483,176千円増加となりました。 

 当連結会計年度末の負債の合計は前期末と比較して35,862千円減少の1,093,534千円(前年同期比

3.1％減)となりました。主な要因は、税金等調整前当期純利益の増加により未払法人税等が93,546千円

および長期未払金が35,674千円増加しましたが、短期借入金の返済により102,105千円および役員退職

慰労金の制度廃止により役員退職慰労引当金が81,642千円減少したこと等によるものであります。 

 当連結会計年度末の資本の合計は前期末と比較して2,396,654千円増加の5,693,144千円(前年同期比

72.7％増)となりました。主な要因は、ジャスダック証券取引所上場の際に500,000株の新株式発行によ

り総額1,929,500千円の資金を調達したことにより資本金850,000千円および資本剰余金1,079,500千円

増加するとともに、当期純利益等の増加により利益剰余金が482,839千円増加したことによるものであ

ります。 

 この結果、自己資本比率は前連結会計年度末74.5％から当連結会計年度末は83.9％となりました。期

末発行済株式総数に基づく１株当たり純資産額は前期末の879円06銭から1,339円56銭となりました。 

  

（2）経営成績 

 当連結会計年度は、当社グループは前期に引続きオープン系自社開発製品の販売に営業活動の重点を

置きました。ソリューション提案からのアプローチを強化する狙いから、プロダクト営業とソリューシ

ョン営業のワンフロアー化を実現し、情報共有による提案力向上を図ることにより、売上拡大につなげ

ることができました。情報漏洩問題などのセキュリティに関連する分野や、内部統制の観点から重要視

されるシステム監査に対するソリューション提案がお客様のニーズを捉えることができました。また、

間接販売推進の目的で取り組んできたパートナービジネスが当期の後半に至り、ようやく実を結び、大

手ＳＩベンダー、ハードウェア・メーカーが提供するシステムの中に当社グループの製品が組み込まれ

売上高増加に寄与いたしました。 

 事業分野別の売上状況は、プロダクト事業売上が3,680,213千円(前年同期比7.6％増)、ソリューショ

ン事業売上は391,485千円(前年同期比4.3％増)となり、売上高は4,071,698千円（前期比7.3％増）とな

りました。 

 販売費及び一般管理費は2,487,041千円(前年同期比2.4％増)となりました。これは主に業績給の増加

に伴い人件費が増加したことによるものであります。 

 営業利益は1,190,538千円(前年同期比22.5％増)となり、売上高営業利益率は29.2％となりました。 

 営業外損益は、8,835千円の利益となりましたが、上場関連費用および新株発行費が28,210千円発生

したこと等により前年同期と比較して22,004千円減少いたしました。 

 この結果、経常利益は1,199,373千円(前年同期比19.6％増)、売上高経常利益率は29.4％(前期



26.4％)となりました。 

 特別損益は、特別損失の発生が少なかったため、5,530千円の利益となりました。 

 以上の結果、税金等調整前当期純利益は1,204,903千円(前年同期比64.9％増)となり、法人税、住民

税及び事業税ならびに法人税等調整額を差引いた当期純利益は670,339千円(前年同期比67.8％増)と前

連結会計年度と比較して大幅増益となりました。 

 また、１株当たり当期純利益は176円79銭、自己資本利益率は14.9％となりました。 

 なお、当社株式は、平成18年３月15日をもちましてジャスダック証券取引所に上場いたしました。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当社グループでは、当連結会計年度においては、特に記載すべき設備投資等はありませんでした。 
  

２ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

平成18年３月31日現在 

 
(注) １ 金額には消費税等は含まれておりません。 

２ 上表の他、主要な賃借設備は建物であり、賃借料は103百万円（年間）であります。 
  
(2) 国内子会社 

平成18年３月31日現在 

 
(注) 金額には消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 在外子会社 

平成18年３月31日現在 

 
(注) 金額には消費税等は含まれておりません。 
  
  

３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

 
(注) 金額には消費税等は含まれておりません。 

  
(2) 重要な設備の除却等 

設備更新のための除却等を除き、重要な設備の除却等の計画はありません。 

  

事業所名(所在地) 事業部門の名称 設備の内容

帳簿価額（千円) 従業員数

建物
工具器具 

及び備品
ソフトウェア 合 計 (名)

本   社 

（東京都港区）
プロダクト事業

事務所設備 

備品
56,934 23,768 66,842 147,545 98

大阪事業所 

(大阪市中央区)
プロダクト事業

事務所設備 

備品
2,210 1,835 ― 4,045 9

名古屋事業所他

(名古屋市中村区他)
プロダクト事業

事務所設備

備品
316 1,817 ― 2,134 4

会社名
事業所名 

（所在地）

事業部門の名

称

設備の 

内容

帳簿価額（千円) 従業員数

建物
工具器具 

及び備品
ソフトウェア 合 計 (名)

株式会社ビー

エスピーソリ

ューションズ

本   社

(東京都港区)

プロダクト事

業 

ソリューショ

ン事業

事務所設備

備品
4,239 3,086 14,646 21,973 49

会社名
事業所名 

（所在地）

事業部門の

名称

設備の 

内容

帳簿価額（千円） 従業員数

建物
工具器具 

及び備品
ソフトウェア 合 計 (名)

BSP 

International

Corp．

本   社

（米国ニュー

ヨーク州）

プロダクト

事業 

ソリューシ

ョン事業

事務所設備

備品
― 473 2,250 2,723 5

会社名 所在地
事業部門の 
名称

設備の内容

投資予定額

資金調達方法 着手年月
完了予定 
年月

完成後の
増加能力総額

(千円)
既支払額
(千円)

株式会社ビーエ
スピー

東京都
港区

プロダクト
事業 
ソリューシ
ョン事業

顧客管理シス
テムおよび営
業管理システ
ム

40,000 ― 自己資金
平成18年
９月

平成19年
３月

営業効率
約 10％ の
向上



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
(注) 完全議決権株式であり、株主としての権利内容に制限のない、標準となる株式であります。 

  

種類 会社が発行する株式の総数(株)

普通株式 15,000,000

計 15,000,000

種類
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成18年３月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年６月23日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 4,250,000 4,250,000
ジャスダック
証券取引所

(注)

計 4,250,000 4,250,000 ― ―



(2) 【新株予約権等の状況】 

①新株予約権 

 
(注) 1 平成17年12月15日の取締役会決議に基づき、平成17年12月28日に新株予約権3,750個を付与しております。 

   2 新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。 

株主総会の特別決議日（平成17年６月23日）

事業年度末現在 

（平成18年３月31日）

提出日の前月末現在 

（平成18年５月31日）

新株予約権の数（個） 3,750個 同左

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 375,000株 同左

新株予約権行使時の払込金額（円） 415,000円 同左

新株予約権の行使期間
平成19年７月１日から平成27年

５月31日まで
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額

発行価格     415,000円 

資本組入額    207,500円
同左

新株予約権の行使の条件

①新株予約権の割当を受けた者

は、権利行使時においても、

当社及び子会社の取締役また

は従業員の何れかの地位を保

有していることを要する。

 ただし、任期満了による退

任、定年退職その他正当な理

由のある場合には、「新株予

約権割当契約書」に定める権

利行使期間の範囲内で、当該

期間の開始時、または退任も

しくは退職のどちらか遅い時

点から２年間に限り権利行使

できるものとする。

②新株予約権の質入れその他の

処分は認めない。

③新株予約権者の相続人による

権利行使は認めない。

④新株予約権者が行使できる新

株予約権の行使回数は年間

（１月１日から12月31日ま

で）２回を上限とする。

 なお、新株予約権者が１年間

に行使できる新株予約権の個

数は、付与された新株予約権

総個数の35％を上限とする。

⑤その他条件は、本総会及び取

締役会決議に基づき、当社と

新株予約権の割当を受けた者

との間で締結する「新株予約

権割当契約」に定めるところ

による。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡、質入その他

の処分は認めない。
同左



 3 新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整

するものとする。ただし、かかる調整は新株予約権の目的となる株式の数について行われ、調整の結果生じ

る１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の割合 

 4 新株予約権を発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整し、調整

により生じる１円未満の端数は切り上げる。 
  

 
  

 また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額を

調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

 
  

   上記の算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控除

した数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に、「1株当

たり払込金額」を「1株当たり処分金額」に、「新規発行前の時価」を「処分前の時価」にそれぞれ読み替

えるものとする。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
(注) 1  同日付で、平成14年３月31日最終の株主名簿に記載された株主の所有株式数を、1株につき1.5株の割合をも

って分割しております。 

 2  有償一般募集(ブックビルディング方式) 

 
  

(4) 【所有者別状況】 

平成18年３月31日現在 

 
  

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

 

調整後払込金額

 

＝

 

調整前払込金額 ×

既発行株式数 ＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

新規発行前の時価

既発行株式数＋新規発行株式数

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額

(千円)

資本金残高

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成14年８月31日(注)1 1,250 3,750 ― 480,000 ― 371,000

平成18年３月14日(注)2 500 4,250 850,000 1,330,000 1,079,500 1,450,500

発行価格 4,150円 引受価額 3,859円

発行価額 3,400円 資本組入額 1,700円

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び 
地方公共 
団体

金融機関 証券会社
その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数 
(人)

― 15 9 49 17 1 2,155 2,246 ―

所有株式数 
(単元)

― 5,321 1,054 17,460 510 3 18,140 42,488 1,200

所有株式数 
の割合(％)

― 12.52 2.48 41.09 1.20 0.00 42.71 100.00 ―



(5) 【大株主の状況】 

平成18年３月31日現在 

 
(注) 前事業年度末現在主要株主であった株式会社ビジネスコンサルタント、ビーコンシステム株式会社は、当事 

業年度では主要株主ではなくなりました。 

  

(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年３月31日現在 

 
  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

株式会社ビーコンインフォメーシ
ョンテクノロジー

東京都新宿区西新宿１丁目２４―１ 635,000 14.94

株式会社ビジネスコンサルタント 
(注)

東京都中央区八重洲２丁目２―１
住友生命八重洲ビル

360,000 8.47

ビーコンシステム株式会社 (注)
東京都港区港南２丁目１６―４
品川三菱ビル

360,000 8.47

三菱ＵＦＪキャピタル株式会社 東京都中央区京橋２丁目１４―１ 237,500 5.58

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７―１ 187,400 4.40

ビーエスピー社員持株会
東京都港区港南２丁目１５―１
品川インターシティＡ棟

181,050 4.26

宮 台   功 神奈川県三浦郡葉山町 177,500 4.17

早 川   整 埼玉県蓮田市 145,600 3.42

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目４―５ 127,500 3.00

桂   元 親 東京都八王子市 70,000 1.64

小 島 諄 子 東京都品川区 70,000 1.64

計 ― 2,551,550 60.03

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

4,248,800
42,488

株主としての権利内容に制限のな

い、標準となる株式

単元未満株式
普通株式

1,200
― ―

発行済株式総数 4,250,000 ― ―

総株主の議決権 ― 42,488 ―



② 【自己株式等】 

平成18年３月31日現在 

 
  

(7) 【ストックオプション制度の内容】 

当社は、新株予約権方式によるストックオプション制度を採用しております。 

当該制度は、旧商法第280条ノ20および旧商法第280条ノ21の規定に基づき、当社および当社子会社の

取締役、従業員ならびに本株主総会終結の時以後これらに該当することとなった者に対し、特に有利な

条件をもって、新株予約権を付与することを、平成17年６月23日の定時株主総会において特別決議され

たものであります。 

当該制度の内容は、次のとおりであります。 

 
  

２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

該当事項はありません。 

  
② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状

況】 

① 【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

該当事項はありません。 

  
② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

該当事項はありません。 

  

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―

決議年月日 平成17年６月23日

付与対象者の区分及び人数

当社取締役     ５名
当社子会社取締役  ２名 
当社従業員     31名 
当社子会社従業員  10名

新株予約権の目的となる株式の種類 「（2）新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 同  上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同  上

新株予約権の行使期間 同  上

新株予約権の行使の条件 同  上

新株予約権の譲渡に関する事項 同  上



３ 【配当政策】 

当社は、株主に対する利益還元を経営の重要課題の一つとして認識しております。 

 利益配当につきましては、配当性向30％を目標とし、財務体質の強化と事業拡大に必要な内部留保の

充実を考慮しながら今後の事業展開等を総合的に勘案して決定することを基本方針としております。 

 内部留保資金につきましては、市場構造の変化や急速な技術革新の状況下、今後の一層の市場競争力

確保と収益力の向上を図っていくための新製品開発資金、新事業開発のための投融資等に充当し、将来

の業績向上を通じて、株主の皆様への利益還元を図ってまいりたいと存じます。 

なお、第24期の配当金につきましては、上場前に業績見通しとして、50円の配当予想を発表しており

ましたが、業績が順調に推移いたしましたので、目標としている配当性向30％を達成するために、１株

当たり5円増配し、55円の配当を実施いたしました。この結果、第24期の配当性向は30.6％となりまし

た。 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

 
(注) 株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

当社株式は、平成18年３月15日からジャスダック証券取引所に上場されております。それ以前については、該

当事項はありません。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

当社株式は、平成18年３月15日からジャスダック証券取引所に上場いたしました。それ以前については、該当

事項はありません。 

  

回次 第20期 第21期 第22期 第23期 第24期

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

最高(円) ― ― ― ― 5,700

最低(円) ― ― ― ― 4,460

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月

最高(円) ― ― ― ― ― 5,700

最低(円) ― ― ― ― ― 4,460



５ 【役員の状況】 
  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式
数(株)

代表取締役 
社長

－ 竹藤 浩樹 昭和36年７月22日

昭和59年４月 株式会社ソフトウェア・エージー・オブ・ファ

ーイースト (現 株式会社ビーコンインフォメー

ションテクノロジー) 入社

60,000

平成６年４月 当社入社

平成11年６月 当社取締役カスタマサービス部長

平成15年１月 BSP International Corp.CEO

平成15年10月 当社常務取締役技術本部長

平成16年４月 当社代表取締役社長（現任）

平成16年９月 株式会社ビーエスピーソリューションズ取締役

（現任）

平成17年４月 BSP International Corp.取締役（現任）

代表取締役

専務

支援本部長

兼広報室担

当

山口 謙二 昭和22年11月8日

昭和46年４月 株式会社三和銀行（現株式会社三菱東京UFJ銀

行）入行

45,000

平成７年11月 同行 武蔵小杉支店長

平成10年２月 同行 シカゴ支店長

平成10年11月 同行 ニューヨーク支店副支店長

平成12年４月 当社入社 総務部長

平成12年６月 当社取締役 総務部長

平成13年10月 当社常務取締役 総務部長

平成14年４月 当社常務取締役 管理本部長

平成15年４月 当社専務取締役 営業本部長

平成15年４月 BSP International Corp.取締役

平成16年４月 当社代表取締役専務 営業本部長

平成17年４月 BSP International Corp.CEO(現任）

平成17年８月

 

当社代表取締役専務 支援本部長兼広報室担当

（現任）

常務取締役

コーポレー

ト企画部長

兼プロダク

ト推進部兼

エンタープ

ライズ・マ

ーケティン

グ＆セール

ス部兼品質

管理室担当

古川 章浩 昭和31年７月21日

昭和55年４月 日本電気株式会社入社

23,000

平成13年１月 イーシステム株式会社入社 

同社 取締役ワイヤレスソリューション事業部

長兼経営企画室長

平成15年７月 同社取締役副社長執行役員

平成17年９月 当社入社 コーポレート企画室長

平成17年11月

 

 

平成18年６月

当社常務取締役 コーポレート企画部長兼プロ

ダクト推進部兼エンタープライズ・マーケティ

ング＆セールス部兼品質管理室担当（現任）

株式会社ビーエスピーソリューションズ取締役

（現任）

取締役

総務・人事

グループ兼

営業管理グ

ループ兼法

務グループ

担当

髙谷 信之 昭和22年12月9日

昭和45年４月 株式会社三和銀行入社

20,000

平成７年11月 三和信託銀行株式会社取締役

平成12年４月 当社入社ＩＴソリューソョン事業部長

平成12年６月 当社取締役 ＩＴソリューソョン事業部長

平成13年４月 株式会社ビーエスピーソリューションズ代表取

締役社長

平成16年４月 株式会社ビーエスピーソリューションズ代表取

締役会長

平成18年６月 当社取締役 総務・人事グループ兼営業管理グ

ループ兼法務グループ担当（現任）

取締役 営業本部長 菅原 章 昭和28年４月１日

昭和46年３月 沖電気工業株式会社入社

31,300

昭和54年３月 ビーコンシステム株式会社入社

平成４年４月 同社取締役

平成12年４月 当社入社プロダクト開発部長

平成12年６月 当社取締役 プロダクト開発部長

平成13年10月 当社取締役 プロダクト推進部長兼営業部門管掌

平成14年４月 当社取締役 BSP-RM推進部長

平成15年４月 当社取締役 プロダクト推進部長

平成16年４月 当社取締役 技術本部長

平成17年８月 当社取締役 営業本部長（現任）



 
(注) １取締役 川畑清氏および石井義興氏は会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

   ２監査役 伊吹一郎氏、菅 昭雄氏および木村直樹氏は会社法第２条第16号に定める社外取締役であります。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略 歴
所有株式
数(株)

取締役 製品開発部長 髙橋 太 昭和38年７月24日

昭和61年４月 日本アイ・ビー・エム株式会社入社

10,050

平成15年10月 同社e-ビジネスソリューション＆Web-ALP開発セ

ンター プロジェクト・スペシャリスト

平成17年７月 当社入社 製品開発部長

平成17年11月 当社取締役 製品開発部長（現任）

取締役 － 川畑 清 昭和７年３月17日

昭和30年４月 株式会社三和銀行（現株式会社三菱東京UFJ銀

行）入行

1,500

昭和57年６月 同行 取締役資金証券部長

平成元年５月 同行 副頭取

平成６年６月 同行 副会長

平成８年６月 東洋不動産株式会社 代表取締役社長

平成12年６月 株式会社ビジネスコンサルタント取締役 

ビーコンシステム株式会社取締役 

株式会社ビーコンインフォメーションテクノロ

ジー取締役（現任） 

当社取締役（現任）

取締役 － 石井 義興 昭和13年11月26日

昭和44年４月 株式会社ビジネスコンサルタント入社

－

昭和51年８月 株式会社ソフトウェア・エージー・オブ・ファ

ーイースト取締役(現 株式会社ビーコンインフ

ォメーションテクノロジー)

昭和59年11月 同社代表取締役社長

平成10年６月 同社代表取締役会長

平成13年６月 当社取締役（現任）

平成13年９月 株式会社ビーコンインフォメーションテクノロ

ジー代表取締役会長兼社長

平成16年４月 同社創業者最高顧問（現任）

監査役 
（常勤）

－ 木村 輝昭 昭和18年９月21日

昭和42年４月

 

株式会社三和銀行（現株式会社三菱東京UFJ銀

行）入行

40,000

平成８年４月 当社入社

平成８年６月 当社専務取締役

平成９年６月 当社代表取締役専務

平成11年６月 BSP International Corp.取締役社長

平成13年９月 当社取締役退任

平成14年12月 BSP International Corp.取締役社長退任

平成15年３月 株式会社ビーエスピーソリューションズ監査役

平成17年11月 当社監査役（現任）

監査役 － 伊吹 一郎 昭和18年７月13日

昭和43年４月 味の素株式会社入社

5,000

昭和50年６月 株式会社ビジネスコンサルタント入社

昭和63年11月 同社取締役

平成元年６月 同社常務取締役

平成５年４月 同社専務取締役

平成10年４月 同社取締役

平成12年６月 同社参与

平成15年６月 当社監査役（現任）

監査役 － 菅 昭雄 昭和19年３月１日

昭和47年10月 小笠公認会計士事務所入所

－

昭和51年４月 税理士登録

平成６年11月 税理士事務所開設

平成９年２月 当社顧問

平成15年６月 当社監査役（現任）

監査役 － 木村 直樹 昭和16年８月７日

昭和40年４月 株式会社三和銀行（現株式会社三菱東京UFJ銀

行）入行

－
平成７年６月 株式会社東洋情報システム（現ＴＩＳ株式会

社）監査役

平成16年６月 株式会社ユーフィット監査役

平成17年11月 当社監査役（現任）

計 235,850



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、当社の経営にかかわりを持つ株主、債権

者、従業員、取引先、地域社会といった諸々の利害関係者（ステークホルダー）との関係を適切に調整し

つつ株主利益を尊重し、企業価値を高めることを経営者の責務とし、経営執行の過程において取締役会の

合議機能、監査役の監視機能あるいは社内組織・業務分掌における牽制機能などを有効に発揮させること

によって、経営の健全性、公平性、透明性を担保することが基本であると考えております。 

なお、平成18年６月22日開催の定時株主総会において、取締役１名を増員し８名（うち、社外取締役２

名）となりました。 

  

１ 会社の機関の内容および内部統制システムの整備の状況等 

(１) 会社の機関およびその他業務意思決定機関の内容 

①株主総会 

株主の株主総会へ出席率を高めるため、株主総会集中日開催を避けることを心がけております。な

お、開かれた株主総会の運営を図るため、説明責任の徹底と、株主懇談会を通じたディスクロージャ

ーを行うことに特徴があります。 

②取締役会 

取締役会は、健全な経営を維持する上で、経営陣の業務執行の監視機能として、社外取締役の登用

を行っております。取締役の構成は、社外取締役（非常勤）２名を含む７名で構成されており、月１

回の定例取締役会を開催することとしております。 

③代表取締役 

取締役会の議長であり取締役会を統括するとともに、取締役会の決議を執行し当社業務全般を統括

します。 

④監査役会 

監査役会は、社外監査役（非常勤）３名を含む４名で構成されており、月１回の定例監査役会を開

催することとしております。当社は従来から監査役機能に重点を置き、経営に対する監視の強化を図

り、経営者が株主利益への奉仕という本来的使命から逸脱することを防いでおります。 

⑤経営会議 

経営会議は、取締役会に上程する議題の決定、審議・検討を行うとともに取締役会の決定事項等の

業務を執行するため常勤取締役５名および常勤監査役１名で構成され、毎週１回開催されます。な

お、緊急の議案がある場合は随時開催し、迅速かつ適切に対応しております。また、この経営会議の

決定により、必要に応じて当社グループ全体の役員・監査役連絡会を開催し、当社グループ全体の業

務執行の徹底を図っております。 

⑥危機管理委員会 

当社に起こりうるリスクを未然に防ぎ、またリスクが発生した場合速やかに対応、解決するため

に、危機管理委員会を設置、緊急連絡網の整備をしております。特に、顧客情報や製品情報の遺漏防

止、サイバーテロ(※１)対策、製品トラブル対応、特許侵害問題への対応など十分なリスク管理体制

を構築しております。 

  



(２)会社の機関・内部統制の関係 

  
 

  

(３) 内部統制システムの整備状況 

内部統制システムといたしましては、取締役会および経営会議において、監査役および議題に係る各

担当者の参加のもと、月次業務執行報告と課題検討を行い、常時、業務および執行の厳正な監視を行え

る体制をとっております。 

 なお、内部監査機関として内部監査室を設置し、外部監査は、中央青山監査法人に依頼しておりま

す。 

 その他、コーポレート・ガバナンスの基盤となるコンプライアンスにつきましては、倫理委員会を設

置し運用体制を確立するとともに、諸規程を整備し、周知徹底を図っております。 

 さらに、社内規程、内規等の整備を図り、業務実施に際しての適正な管理を行うとともに、監査役お

よび会計監査人である中央青山監査法人と連携しつつコーポレート・ガバナンスの強化に取り組んでお

ります。 

  

２  リスク管理体制の整備の状況 

当社では、危機管理委員会を設置し、顧客情報や製品情報の遺漏防止、サイバーテロ対策および特許

侵害問題への対応等、十分なリスク管理体制を構築しております。情報セキュリティ強化といたしまし

ては、対外資格として「プライバシーマーク」を平成18年３月に取得して、社内モラルの向上と問題発

生の防止に努めております。 

  

３ 役員報酬の内容 

取締役に対する年間報酬総額は、105,879千円（うち社外取締役 14,520千円 ） 

監査役に対する年間報酬総額は、28,453千円（うち社外監査役 20,365千円 ） 

  

４ 役員に準ずるものに対する顧問報酬の内容 

役員に準ずるもの２名に対する年間顧問報酬総額は、17,100千円 



  

５ 監査報酬の内容 

「公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１項に規定する業務」に基づく報酬は、19,000千円 

上記以外の報酬はありません。 

  

６ 内部監査、監査役監査の組織、人員および手続ならびに内部監査、監査役監査、会計監査の相互連携 

当社では、内部監査は代表取締役社長の直轄組織として内部監査室を設置しており、担当人員は監査

室長ほか１名を配置し、必要のある場合は社長の承認を得たうえで他部門の者を監査の業務につかせて

おります。内部監査室では、業務監査、会計監査および特命監査を行っております。各事業部（本部）

に対しては、内部監査室が、定期的に内部監査を実施し、監査結果を代表取締役社長に報告のうえ、取

締役会、監査役会に報告されています。なお監査役は、随時この内部監査に参加し、内部監査状況を監

視いたします。また、監査役とは必要に応じて随時報告会を開催するなど連携を取っております。 

 監査役は、期末監査終了後、会計監査人と意見交換を行い、監査報告書を作成し取締役社長に提出

し、定時株主総会に出席して監査報告を行っております。期中監査の実施過程において把握した問題点

については、その都度監査意見書を作成し代表取締役社長に提出し、問題点の改善を求めております。

また、内部監査室、会計監査人および子会社監査役と緊密な連携を保つため、定期的に連絡会を開催す

るなど積極的に情報交換を行い、監査の有効性、効率性を高めております。 

  

７ 会社と社外取締役および社外監査役との人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係の概要

当社では、社外取締役２名および社外監査役３名を選任しており、川畑清は、筆頭株主である株式会

社ビーコンインフォメーションテクノロジーおよび大株主であるビーコンシステム株式会社の取締役

（平成18年６月16日任期満了により退任）を兼任しております。石井義興は、株式会社ビーコンインフ

ォメーションテクノロジーの出身であります。また、社外監査役である伊吹一郎は、大株主である株式

会社ビジネスコンサルタントの出身であり、菅昭雄は、当社の元顧問税理士であり、木村直樹は、同業

界であるＴＩＳ株式会社の出身であります。資本的関係は、社外取締役２名および社外監査役伊吹一郎

の出身企業は当社の大株主でありますが、いずれの会社も、社外取締役、社外監査役個人が直接利害関

係を有する取引を行っておりません。 

 なお、社外取締役である川畑清は当社株式を本人名義で1,500株所有しており、社外監査役である伊

吹一郎は当社株式を本人名義で5,000株所有しております。 

  

８  会計監査の状況 

業務を執行した公認会計士の氏名      細野康弘、笹本憲一、吉澤祥次 

所属する監査法人             中央青山監査法人 

監査業務に係る補助者の構成        公認会計士 ５名、会計士補 ５名、その他 ２名 

 
※1 インターネットなどのコンピュータネットワーク上で行われる大規模な破壊活動。人に危害を加えたり、社会機能に打撃を与える

ような、深刻かつ悪質なものをこのように呼ぶ。 

  



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省

令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  ただし、前連結会計年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)については、「財務諸表等の

用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第

５号)附則第２項のただし書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  ただし、前事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第５

号)附則第２項のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成16年４月１日から平成17年３月

31日まで)及び前事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)並びに当連結会計年度(平成17年

４月１日から平成18年３月31日まで)及び当事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)の連

結財務諸表及び財務諸表について、中央青山監査法人により監査を受けております。 

なお、前連結会計年度及び前事業年度に係る監査報告書は、平成18年２月９日に提出した有価証券届出

書に添付されたものを利用しております。 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

 
  

前連結会計年度
(平成17年３月31日)

当連結会計年度 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 1,947,216 2,807,146

 ２ 受取手形及び売掛金 693,815 859,112

 ３ 有価証券 ― 999,928

 ４ たな卸資産 32,630 6,090

 ５ 繰延税金資産 93,773 79,374

 ６ その他 118,967 46,507

   流動資産合計 2,886,402 65.2 4,798,161 70.7

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物 65,858 92,090

    減価償却累計額 22,261 43,596 28,388 63,701

  (2) 工具器具及び備品 113,858 93,080

    減価償却累計額 80,585 33,273 62,098 30,981

   有形固定資産合計 76,870 1.7 94,683 1.4

 ２ 無形固定資産

  (1) ソフトウェア 128,976 77,409

  (2) その他 2,691 2,303

   無形固定資産合計 131,667 3.0 79,712 1.2

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 715,700 685,400

  (2) 差入保証金 153,199 151,116

  (3) 繰延税金資産 68,845 108,756

  (4) 長期性預金 ※１ 330,000 830,000

  (5) その他 63,200 38,848

   投資その他の資産合計 1,330,944 30.1 1,814,121 26.7

   固定資産合計 1,539,483 34.8 1,988,517 29.3

   資産合計 4,425,886 100.0 6,786,678 100.0



 
  

前連結会計年度
(平成17年３月31日)

当連結会計年度 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 62,558 76,118

 ２ 短期借入金 ※１ 102,105 ―

 ３ 未払法人税等 273,700 367,246

 ４ 賞与引当金 39,800 40,600

 ５ 役員賞与引当金 54,920 46,700

 ６ その他 448,591 461,115

   流動負債合計 981,674 22.2 991,780 14.6

Ⅱ 固定負債

 １ 役員退職慰労引当金 81,642 ―

 ２ 長期未払金 66,080 101,754

   固定負債合計 147,722 3.3 101,754 1.5

   負債合計 1,129,396 25.5 1,093,534 16.1

(少数株主持分)

  少数株主持分 ― ― ― ―

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※3 480,000 10.8 1,330,000 19.6

Ⅱ 資本剰余金 371,000 8.4 1,450,500 21.4

Ⅲ 利益剰余金 2,428,542 54.9 2,911,381 42.9

Ⅳ その他有価証券評価差額金 45,898 1.0 27,927 0.4

Ⅴ 為替換算調整勘定 △28,951 △0.6 △26,664 △0.4

   資本合計 3,296,489 74.5 5,693,144 83.9

   負債、少数株主持分 
   及び資本合計

4,425,886 100.0 6,786,678 100.0



② 【連結損益計算書】 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
 至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 3,793,894 100.0 4,071,698 100.0

Ⅱ 売上原価 394,699 10.4 394,118 9.7

   売上総利益 3,399,194 89.6 3,677,579 90.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１

 １ 給料手当 680,494 780,439

 ２ 賞与引当金繰入額 29,858 32,541

 ３ 役員賞与引当金繰入額 54,920 46,700

 ４ 役員退職慰労引当金 
   繰入額

28,413 22,791

 ５ 研究開発費 382,791 340,578

 ６ その他 1,251,574 2,428,051 64.0 1,263,990 2,487,041 61.1

   営業利益 971,142 25.6 1,190,538 29.2

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 1,005 4,218

 ２ 受取配当金 23,000 23,810

 ３ 為替差益 ― 5,541

 ４ 事務手数料収入 8,600 2,880

 ５ その他 9,259 41,864 1.1 4,960 41,410 1.0

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 3,666 282

 ２ 為替差損 3,313 ―

 ３ コミットメントライン手 
   数料

3,904 4,075

 ４ 新株発行費 ― 15,170

 ５ 上場関連費用 ― 13,040

 ６ その他 141 11,024 0.3 7 32,574 0.8

   経常利益 1,001,982 26.4 1,199,373 29.4



 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
 至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅵ 特別利益

 １ ゴルフ会員権売却益 ― 19,828

 ２ 役員退職慰労引当金戻入 
   益

1,080 1,080 0.0 ― 19,828 0.5

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産除却損 ※２ 32,328 6,309

 ２ 固定資産売却損 ※３ ― 131

 ３ 前期損益修正損 ※４ 9,082 ―

 ４ 事務所移転費用 ― 7,857

 ５ 役員特別功労退職金 ※５ 89,503 ―

 ６ ロイヤリティ評価損 28,429 ―

 ７ 退職金制度廃止整理損 113,319 272,662 7.2 ― 14,298 0.3

   税金等調整前当期純利益 730,399 19.2 1,204,903 29.6

   法人税、住民税 
   及び事業税

382,614 547,748

   法人税等調整額 △48,165 334,449 8.7 △13,183 534,564 13.1

   少数株主損失 △3,351 △0.0 ― ―

   当期純利益 399,302 10.5 670,339 16.5



③ 【連結剰余金計算書】 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
 至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 371,000 371,000

Ⅱ 資本剰余金増加高

 １ 増資による新株式の発行 ― ― 1,079,500 1,079,500

Ⅲ 資本剰余金期末残高 371,000 1,450,500

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 2,141,868 2,428,542

Ⅱ 利益剰余金増加高

 １ 当期純利益 399,302 399,302 670,339 670,339

Ⅲ 利益剰余金減少高

 １ 配当金 112,500 187,500

 ２ 子会社整理による減少高 129 112,629 ― 187,500

Ⅳ 利益剰余金期末残高 2,428,542 2,911,381



④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

   税金等調整前当期純利益 730,399 1,204,903

   減価償却費 155,896 93,716

   連結調整勘定償却額 9,812 ―

   退職給付引当金の増加額 60,776 ―

   役員退職慰労引当金の減少額 △76,445 △81,642

   賞与引当金の増減額(△は減少) △22,300 800

   役員賞与引当金の減少額 △630 △8,220

   受取利息及び受取配当金 △24,005 △28,028

   新株発行費 ― 15,170

   支払利息 3,666 282

   為替差損益（△は差益） 3,588 △5,541

   ゴルフ会員権売却益 ― △19,828

   固定資産除却損 32,328 6,309

   固定資産売却損 ― 131

   ロイヤリティ評価損 28,429 ―

   売上債権の増減額(△は増加) 61,329 △164,613

   たな卸資産の増減額(△は増加) △27,452 26,539

   その他資産の減少額 47,492 72,459

   仕入債務の増減額(△は減少) △17,458 13,471

   未払金の増減額(△は減少) 46,706 △37,599

   長期未払金の増加額 66,080 35,674

   前受金の増減額(△は減少) △36,642 27,941

   その他負債の増加額 46,212 18,655

    小計 1,087,784 1,170,580

   利息及び配当金の受取額 24,005 28,028

   利息の支払額 △3,982 △282

   法人税等の支払額 △124,322 △454,201

   営業活動によるキャッシュ・フロー 983,485 744,124

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

   定期預金の預入による支出 △533,800 △703,800

   定期預金の払戻による収入 333,800 203,800

   有形固定資産の取得による支出 △18,180 △36,524

   有形固定資産の売却による収入 ― 105

   有形固定資産の除却による支出 △10,145 ―

   無形固定資産の取得による支出 △112,591 △21,458

   ゴルフ会員権の売却による収入 ― 45,828

   子会社株式の取得による支出 △46,177 ―

   その他資産の取得による支出 △2,335 △2,868

   その他資産の回収による収入 62,988 3,416

   投資活動によるキャッシュ・フロー △326,441 △511,500



 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

   短期借入金の減少額 △2,105 △109,035

   社債の償還による支出 △200,000 ―

   株式の発行による収入 ― 1,914,329

   配当金の支払額 △112,500 △187,500

   少数株主に対する配当金の支払額 △5,000 ―

   財務活動によるキャッシュ・フロー △319,605 1,617,794

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △1,628 9,439

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 335,810 1,859,858

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 1,409,222 1,743,416

Ⅶ 連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 △1,616 ―

Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高 ※ 1,743,416 3,603,275



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 

  

項目
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項 子会社はすべて連結しております。 

連結子会社の数   ２社

連結子会社の名称

BSP International Corp.

株式会社ビーエスピーソリューシ

ョンズ

 なお、前連結会計年度において連結

子会社でありましたBSP Singapore 

Pte.Ltd.は、平成14年４月に営業を停

止し平成16年12月に清算し解散したた

め、連結の範囲から除いております。

子会社はすべて連結しております。 

連結子会社の数   ２社

連結子会社の名称

BSP International Corp.

株式会社ビーエスピーソリューシ

ョンズ

２ 持分法の適用に関する事項  関連会社がない為、該当事項はあり

ません。

同 左

３ 連結子会社の事業年度等に

関する事項

 連結子会社のうち、株式会社ビーエ

スピーソリューションズの決算日は連

結決算日と一致しております。

 ただし、BSP International Corp.

の決算日は12月31日であります。

 連結財務諸表の作成にあたっては、

同日現在の財務諸表を使用し、連結決

算日との間に生じた重要な取引につい

ては、連結上必要な調整を行っており

ます。

同 左

４ 会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及

び評価方法

イ 有価証券 

     ──────── 

 

 その他有価証券

 時価のあるもの

 決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定しており

ます。）

イ 有価証券

 満期保有目的の債券

 償却原価法（定額法）

 その他有価証券

 時価のあるもの

同 左

 時価のないもの

移動平均法による原価法

ロ たな卸資産

 仕掛品 個別法による原価法

 貯蔵品 最終仕入原価法による原価法

時価のないもの

同 左

ロ たな卸資産

仕掛品    同 左

貯蔵品    同 左 

(2) 重要な減価償却資産の減

価償却の方法

イ 有形固定資産

 主として定率法を採用しておりま

す。なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。

建物        15年

工具器具及び備品   6年

イ 有形固定資産

同 左

ロ 無形固定資産

 当社及び国内連結子会社は定額法を

採用し、在外子会社は所在地国の会計

基準に基づく定額法を採用しておりま

す。

ロ 無形固定資産

 当社及び国内連結子会社は定額法を

採用し、在外子会社は所在地国の会計

基準に基づく定額法を採用しておりま

す。



 
  

項目
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 なお、市場販売目的のソフトウェア

は販売可能な見込有効期間（３年以

内）に基づく定額法によっておりま

す。自社利用目的のソフトウェアは社

内における利用可能期間（５年）に基

づく定額法によっております。

 さらに、営業権は、その効果の発現

する期間を合理的に見積もることが困

難であるため、発生時に一括償却して

おります。

 なお、市場販売目的のソフトウェア

は販売可能な見込有効期間（３年以

内）に基づく定額法によっておりま

す。自社利用目的のソフトウェアは社

内における利用可能期間（５年）に基

づく定額法によっております。

(3) 重要な引当金の計上基準 イ 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。

イ 貸倒引当金

同 左

ロ 賞与引当金

従業員に対する賞与の支給に備える

ため、当連結会計年度に負担すべき支

給見込額を計上しております。

ロ 賞与引当金

同 左

ハ 役員賞与引当金

役員に対する賞与の支払に備えるた

め、支給見込額に基づき計上しており

ます。

ハ 役員賞与引当金

同 左

ニ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支払に備えるた

め、内規に基づく当連結会計年度末要

支給額の100%を計上しております。

ニ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支払に備えるた

め、内規に基づく平成17年６月末要支

給額の100%を計上しております。

(4) 連結財務諸表の作成の基

礎となった重要な外貨建

ての資産又は負債の本邦

通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日

の直物為替相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理しておりま

す。なお、在外子会社の資産及び負債

並びに収益及び費用は連結決算日の直

物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は資本の部における為替換算調整

勘定に含めて計上しております。

同 左

(5) 重要なリース取引の処理

方法

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

同 左 

 

(6) その他連結財務諸表作成

のための重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております。

 消費税等の会計処理

同 左



 
  

(会計処理の変更) 

  

   

(追加情報) 

  

   

項目
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

５ 連結子会社の資産及び負債

の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価に

ついては、全面時価評価法によってお

ります。

同 左

６ 連結調整勘定の償却に関す

る事項

連結調整勘定は、発生時の損益とし

て処理しております。

────────

７ 利益処分項目等の取扱いに

関する事項

連結剰余金計算書は、連結会社の利

益処分について、連結会計年度中に確

定した利益処分に基づいて作成してお

ります。

同 左

８ 連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金（現金及び現金同等物）は、

手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値

の変動について僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内に償還期限

の到来する短期投資からなっておりま

す。

同 左

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日)

────────

固定資産の減損に係る会計基準

当連結会計年度から「固定資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指

針第６号）を適用しております。これによる損益に与え

る影響はありません。

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 法人事業税における外形標準課税部分の連結損益

計算書上の表示方法

「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律

第９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月

１日以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導

入されたことに伴い、当連結会計年度から「法人事業税

における外形標準課税部分の損益計算書上の表示につい

ての実務上の取扱い」（平成16年２月13日 企業会計基

準委員会 実務対応報告第12号）に従い法人事業税の付

加価値割及び資本割については、販売費及び一般管理費

に計上しております。

２ 退職給付引当金

当社および株式会社ビーエスピーソリューションズは

平成17年３月31日付けで退職金制度を廃止いたしまし

た。この廃止に伴い前払年金費用76,476千円および退職

金規程の自己都合退職金額と会社都合退職金額との差額

36,843千円を特別損失として計上しております。

１ 役員退職慰労金

当社および株式会社ビーエスピーソリューションズ

は、平成17年６月末で役員退職慰労引当金制度を廃止し

ております。なお、平成17年６月末までの在任期間に対

する未払い分については、「役員退職慰労引当金」を取

崩し、「長期未払金」として表示しております。



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 
  

 
  

(連結損益計算書関係) 
  

 
  

前連結会計年度
(平成17年３月31日)

当連結会計年度
(平成18年３月31日)

※1 担保資産及び担保付債務

担保資産 担保付債務

種類 金額 内容 金額
千円 千円

長期性預金 330,000 短期借入金 107,390

短期借入金は借入枠を記載しております。

なお、長期性預金はビーエスピー共済会借入金枠
200,000千円に対しても担保提供しております。

※1 担保資産及び担保付債務

担保資産 担保付債務

種類 金額 内容 金額
千円 千円

長期性預金 200,000 ― ―

長期性預金はビーエスピー共済会借入金枠 200,000千

円に対して担保提供しております。

2 保証債務

ビーエスピー共済会及び従業員について、金融機

関よりの借入に対し債務保証を行っております。

2 保証債務

ビーエスピー共済会及び従業員について、金融機

関よりの借入に対し債務保証を行っております。

保証先 金額 内容

千円

ビーエスピ

ー共済会

従業員

200,000

602

金融機関よりの借入金

金融機関よりの借入金

合計 200,602
なお、ビーエスピー共済会への債務保証は借入枠を記載
しております。

保証先 金額 内容

千円

ビーエスピ

ー共済会 

従業員

200,000 

 

8,235

金融機関よりの借入金 

 

金融機関よりの借入金

合計 208,235
なお、ビーエスピー共済会への債務保証は借入枠を記載
しております。

※3 当社の発行済株式総数は、普通株式3,750,000 株

であります。

※3 当社の発行済株式総数は、普通株式4,250,000 株

であります。

 4 当社は運転資金の効率的な調達を行うため、取引

銀行４行とコミットメントライン設定契約を締結し

ております。これら契約に基づく当連結会計年度末

の借入未実行残高は次の通りであります。

貸出コミットメントの金額 
借入実行残高

1,000,000千円
―

差引額 1,000,000千円
 

 4 当社は運転資金の効率的な調達を行うため、取引

銀行１行とコミットメントライン設定契約を締結し

ております。これら契約に基づく当連結会計年度末

の借入未実行残高は次の通りであります。

貸出コミットメントの金額
借入実行残高

1,000,000千円
―

差引額 1,000,000千円

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

※1 一般管理費に含まれる研究開発費は、382,791千円

であります。なお、当期製造費用に含まれるものは

ありません。

※1 一般管理費に含まれる研究開発費は、340,578千円

であります。なお、当期製造費用に含まれるものは

ありません。

※2 固定資産除却損の主なものは、ソフトウェア

20,681千円であります。

※3 
────────

※2 固定資産除却損は、建物2,824千円、工具器具及び

備品3,485千円であります。

※3 固定資産売却損は、工具器具及び備品131千円であ

ります。

※4 前期損益修正損は、前期売上修正9,082千円であり

ます。

※4 

────────

※5 創業者３名に対する特別功労金であります。 ※5 
────────



(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

 
  

(リース取引関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

※現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

現金及び預金 1,947,216千円

預入期間３ヶ月超の定期預金 △203,800千円

現金及び現金同等物 1,743,416千円

 

※現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

現金及び預金 2,807,146千円

預入期間３ヶ月超の定期預金 △203,800千円

有価証券 999,928千円

現金及び現金同等物 3,603,275千円

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

（借主側）

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

（借主側）

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

 

取得価額 
相当額 
(千円)

減価償却累計額 
相当額 
(千円)

期末残高 
相当額 
(千円)

工具器具及
び備品

37,424 14,624 22,800

ソフトウェ
ア

5,799 610 5,188

合計 43,223 15,235 27,988

    
 

取得価額
相当額 
(千円)

減価償却累計額 
相当額 
(千円)

期末残高 
相当額 
(千円)

工具器具及
び備品

37,424 21,825 15,599

ソフトウェ
ア

5,799 1,770 4,028

合計 43,223 23,596 19,627

    

 

 ② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 8,308千円

１年超 20,338千円

合計 28,647千円

    
 

 ② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 8,482千円

１年超 11,856千円

合計 20,338千円

    

 ③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額

支払リース料 8,912千円

減価償却費相当額 8,248千円
支払利息相当額 878千円

 ③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額

支払リース料 9,018千円

減価償却費相当額 8,360千円
支払利息相当額 709千円

 ④ 減価償却費相当額の算定方法

     リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と

する定額法によっております。

 ④ 減価償却費相当額の算定方法

同 左

 ⑤ 利息相当額の算定方法

     リース料総額とリース物件の取得価額相当額

の差額を利息相当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっております。

 ⑤ 利息相当額の算定方法

同 左



(有価証券関係) 

前連結会計年度(平成17年３月31日) 

  

１ その他有価証券で時価のあるもの 
  

 
  

２ 時価評価されていない有価証券 

その他有価証券 
  

 
  

区分
取得原価
(千円)

連結決算日における
連結貸借対照表計上額 

(千円)

差額 
(千円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの

株式 48,312 125,700 77,388

小計 48,312 125,700 77,388

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの

― ― ―

株式 ― ― ―

小計 ― ― ―

合計 48,312 125,700 77,388

内容
連結貸借対照表計上額

(千円)

非上場株式 590,000

合計 590,000



当連結会計年度(平成18年３月31日) 

  

１ その他有価証券で時価のあるもの 
  

 
  

２ 時価評価されていない有価証券 

(1)満期保有目的の債券 
  

   
(2)その他有価証券 
  

 
  

３ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の連結決算日後における償還予定額 
  

 
  

区分
取得原価
(千円)

連結決算日における
連結貸借対照表計上額 

(千円)

差額 
(千円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの

株式 48,312 95,400 47,087

小計 48,312 95,400 47,087

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの

― ― ―

株式 ― ― ―

小計 ― ― ―

合計 48,312 95,400 47,087

内容
連結貸借対照表計上額

(千円)

コマーシャル・ペーパー 999,928

合計 999,928

内容
連結貸借対照表計上額

(千円)

非上場株式 590,000

合計 590,000

種類 １年以内(千円)
１年超５年以内
(千円)

５年超10年以内
(千円)

10年超(千円)

満期保有目的の債券

その他 1,000,000 ― ― ―

合計 1,000,000 ― ― ―



次へ 

(デリバティブ取引関係) 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

当社グループは、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

当社グループは、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

  

(退職給付関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

  採用している退職給付制度の概要

  平成17年３月31日付で退職一時金制度を廃止いたし

ました。この廃止に伴い前払年金費用取崩し76,476千

円及び自己都合退職金金額と会社都合退職金金額との

差額36,843千円を特別損失の退職金制度廃止整理損と

して計上しております。

────────



(税効果会計関係) 

  

 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産（流動）

役員賞与引当金繰入限度額超過額 22,346千円

賞与引当金繰入限度超過額 16,194千円

未払事業税否認 21,450千円

業績賞与否認 11,189千円

その他 22,591千円

繰延税金資産（流動）小計 93,773千円

繰延税金資産（固定）

役員退職慰労引当金繰入限度超過額 33,220千円

ソフトウェア評価損否認 68,889千円

ゴルフ会員権否認 17,463千円

営業権償却超過額 12,003千円

その他 7,210千円

繰延税金資産（固定）小計 138,786千円

繰延税金資産合計 232,559千円

繰延税金負債(固定)

プログラム等準備金 △38,452千円

その他有価証券評価差額金 △31,488千円

繰延税金負債合計 △69,941千円

繰延税金資産の純額 162,618千円

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産（流動）

役員賞与引当金繰入限度額超過額 19,002千円

賞与引当金繰入限度超過額 16,520千円

未払事業税否認 27,124千円

業績賞与否認 11,393千円

子会社繰越欠損金 244,772千円

その他 8,809千円

小計 327,621千円

評価性引当額 △248,246千円

繰延税金資産（流動）小計 79,374千円

繰延税金資産（固定）

役員退職慰労引当金繰入限度超過額 41,403千円

ソフトウェア評価損否認 110,349千円

ゴルフ会員権否認 10,714千円

営業権償却超過額 9,562千円

その他 4,848千円

小計 176,878千円

評価性引当額 △29,735千円

繰延税金資産（固定）小計 147,142千円

繰延税金資産合計 226,517千円

繰延税金負債(固定)

プログラム等準備金 △19,226千円

その他有価証券評価差額金 △19,159千円

繰延税金負債合計 △38,385千円

繰延税金資産の純額 188,131千円

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった重要な項目別の内訳

％

法定実効税率 40.6

（調  整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.0

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △2.0

均等割 0.1

子会社欠損金 4.5

連結調整勘定償却額 1.7

その他 △0.1

税効果会計適用後の法人税等の負担率 45.8
 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった重要な項目別の内訳

％

法定実効税率 40.6

（調 整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.7

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.4

均等割 0.6

子会社欠損金 0.9

役員賞与引当金 1.8

その他 0.1

税効果会計適用後の法人税等の負担率 44.3

 



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日)および当連結会計年度(自 平成17

年４月１日 至 平成18年３月31日) 

当社グループは、ＩＴシステム運用管理領域に係るソフトウェア・プロダクトおよびソリューシ

ョンの提供を主な事業とした単一事業分野の営業活動を行っているため、事業の種類別セグメント

の記載を省略しております。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日)および当連結会計年度(自 平成17

年４月１日 至 平成18年３月31日) 

本邦の売上高および資産の金額は、全セグメントの売上高の合計および全セグメントの資産の金

額の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略して

おります。 

  

【海外売上高】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日)および当連結会計年度(自 平成17

年４月１日 至 平成18年３月31日) 

海外売上高は、いずれも連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しておりま

す。 

  



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

１ 親会社および法人主要株主等 

  

 
（注）１ 上記取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

   ２ 取引条件および取引条件の決定方針等 

   （１） ㈱ビーコンインフォメーションテクノロジー(以下、「ＢＩＴ」という。)と当社との販売取引は、「販売代理店契約

書」に基づく取引で、他の代理店と同一条件にて取引をしております。 

   （２） ＢＩＴへのロイヤリティ支払は、「販売代理店契約書」に基づく取引で他の取引先と同一条件にて取引をしておりま

す。 

   （３） 施設、設備の利用料の対価は、投下資金、金利を加味して決定しております。 

   （４） ユーザ会費用分担金の受入は、当社とＢＩＴと共同運営している「Beaconユーザ会」の諸活動の結果発生する諸経費合

計の50%であります。 

   （５） ビーコンシステム㈱との販売取引は、同社とのソフトウェア・プロダクト使用許諾契約に基づく取引で他の販売先と同

一条件にて取引をしております。 

   （６） ㈱ビジネスコンサルタントと当社との人材育成のための研修費用取引は他の同種の取引条件と比較、検討した上で取引

を行っております。 

   ３ Beaconユーザ会は元々は、ＢＩＴ１社で運営していたものでした。その後当社がＢＩＴのシステム運用事業を継承したこと

に伴い、ユーザ会分離についても検討いたしましたが、コスト面および顧客利益の面から、継続して同一の会として運営

する方が良いと判断したためＢＩＴと共同運営しているものであります。 

   ４ 今後の取組方針 

 上記各社と取引を行う場合には、相見積を行い、取締役会で報告し、内容によっては承認手続を経て、他の取引先と同

一条件にて取引を行ってまいります。 

  

２ 役員および個人主要株主等 

  

 
（注） 取引条件および取引条件の決定方針等 

     相談役・顧問規程に基づき、決定しております。 

  

属性 会社等の名称 住所
資本金又 
は出資金 
(千円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 
(被所有)
割合(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

法人主
要株主

㈱ビーコンイ
ンフォメーシ
ョンテクノロ
ジー

東京都
新宿区

809,250

ソフトウェ
アプロダク
トの開発、
販売及び輸
入

(所有)
直接3.6% 
(被所有) 
直接19.6%

兼任1名
同社製品
の販売他

プロダクト
の販売
ロイヤリテ
ィの支払
施設・設備
の利用料
ユーザ会費
用分担金の
受入

17,502

411

27,034

20,524

売掛金

－

未払金

未収入金

5,825

－

2,764

14,254

法人主
要株主

ビーコンシス
テム㈱

東京都
港区

575,000

コンピュー
タソフトウ
ェアの設計
開発保守

(所有)
直接3.6% 
(被所有) 
直接12.0%

兼任1名
当社製品
の開発他

プロダクト
の販売

3,601 － －

法人主
要株主

㈱ビジネスコ
ンサルタント

東京都
中央区

410,000

人材育成及
び組織開発
プログラム
の提供

(所有)
直接3.0％
(被所有) 
直接12.0%

兼任1名

共同セミ
ナー開催
及び講師
派遣

人材育成の
ための研修
費用

5,490 － －

属性 会社等の名称 住所
資本金又 
は出資金 
(千円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 
(被所有)
割合(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員 宮台 功 － － 当社顧問
(被所有)
直接5.0％

－ － 顧問契約 7,200 － －

役員 早川 整 － － 当社顧問
(被所有)
直接4.4％

－ － 顧問契約 6,300 － －



当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

１ 親会社および法人主要株主等 

  

 
（注）１ 上記取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

   ２ 取引条件および取引条件の決定方針等 

   （１） ㈱ビーコンインフォメーションテクノロジー(以下、「ＢＩＴ」という。)と当社との販売取引は、「販売代理店契約

書」に基づく取引で、他の代理店と同一条件にて取引をしております。 

   （２） ユーザ会費用分担金の受入および支払は、当社とＢＩＴと共同運営している「Beaconユーザ会」の諸活動の結果発生す

る諸経費合計の50%であります。 

   ３ Beaconユーザ会は元々は、ＢＩＴ１社で運営していたものでした。その後当社がＢＩＴのシステム運用事業を継承したこと

に伴い、ユーザ会分離についても検討いたしましたが、コスト面および顧客利益の面から、継続して同一の会として運営

する方が良いと判断したためＢＩＴと共同運営しているものであります。 

   ４ 今後の取組方針 

 上記ＢＩＴと取引を行う場合には、相見積を行い、取締役会で報告し、内容によっては承認手続を経て、他の取引先と

同一条件にて取引を行ってまいります。 

  

２ 役員および個人主要株主等 

  

 
（注） 取引条件および取引条件の決定方針等 

     相談役・顧問規程に基づき、決定しております。 

  

属性 会社等の名称 住所

資本金又 

は出資金 

(千円)

事業の内容 

又は職業

議決権等 

の所有 

(被所有) 

割合(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 

(千円)
科目

期末残高

(千円)役員の 

兼任等

事業上 

の関係

法人主

要株主

㈱ビーコンイ

ンフォメーシ

ョンテクノロ

ジー

東京都

新宿区
809,250

ソフトウェ

アプロダク

トの開発、

販売及び輸

入

(所有) 

直接3.6% 

(被所有) 

直接14.9%

兼任1名
同社製品

の販売他

プロダクト

の販売 

ユーザ会費

用分担金の

受入 

ユーザ会費

用分担金の

支払

35,952 

 

2,870 

 

 

15,992 

 

 

売掛金 

 

未収入金 

 

 

未払金 

 

 

36,266 

 

917 

 

 

14,622 

 

 

属性 会社等の名称 住所
資本金又 
は出資金 
(千円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 
(被所有)
割合(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員 宮台 功 － － 当社顧問
(被所有)
直接4.1％

－ － 顧問契約 9,600 － －

役員 早川 整 － － 当社顧問
(被所有)
直接3.4％

－ － 顧問契約 7,500 － －



(１株当たり情報) 

  

 
  

(注) １株当たり当期純利益および潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎 

  

 
  

(重要な後発事象) 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

該当事項はありません。  

  

当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

該当事項はありません。  

  

項目
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 879円06銭 1,339円56銭

１株当たり当期純利益 106円48銭 176円79銭

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

なお、潜在株式調整後１株当たり当
期純利益については、潜在株式が存
在しないため、記載しておりませ
ん。

176円27銭

項目 前連結会計年度 当連結会計年度

連結損益計算書上の当期純利益(千円) 399,302 670,339

普通株式に係る当期純利益(千円) 399,302 670,339

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 3,750,000 3,791,666

当期純利益調整額(千円) ― ―

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用
いられた普通株式増加数の主要な内訳（株）

 新株予約権 ― 11,225

普通株式増加数(株) ― 11,225

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり当期純利益の算定に含まれなかった潜在株

式の概要 ―

新株予約権１種類 
(新株予約権の数3,750個) 
新株予約権の概要は「第
４ 提出会社の状況、１
株式等の状況、（2）新株
予約権等の状況」に記載
のとおりであります。



⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

  

 
(注) 「平均利率」については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

区分
前期末残高 
(千円)

当期末残高
(千円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 102,105 ― 2.95 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 ― ― ― ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く)

― ― ― ―

合計 102,105 ― ― ―



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 

  
前事業年度

(平成17年３月31日)
当事業年度 

(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 1,538,724 2,409,584

 ２ 売掛金 ※１ 667,303 828,515

 ３ 有価証券 ― 999,928

 ４ 貯蔵品 777 731

 ５ 前払費用 21,556 20,627

 ６ 繰延税金資産 74,453 61,773

 ７ 前払ロイヤリティ ※３ 40,808 11,592

 ８ 未収入金 ※１ 45,714 4,122

 ９ その他 ※１ 9,463 16,170

   流動資産合計 2,398,801 59.8 4,353,046 67.7

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物 62,538 87,694

    減価償却累計額 21,168 41,370 28,232 59,461

  (2) 工具器具及び備品 93,520 75,789

    減価償却累計額 66,820 26,699 48,367 27,421

   有形固定資産合計 68,070 1.7 86,883 1.4

 ２ 無形固定資産

  (1) 商標権 1,213 825

  (2) ソフトウェア 96,193 66,842

  (3) 電話加入権 1,478 1,478

   無形固定資産合計 98,885 2.5 69,146 1.1

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 715,700 685,400

  (2) 関係会社株式 160,000 160,000

  (3) 出資金 63,000 37,852

  (4) 関係会社長期貸付金 85,135 85,135

  (5) 長期前払費用 200 ―

  (6) 差入保証金 114,997 112,617

  (7) 長期性預金 ※２ 330,000 830,000

  (8) 繰延税金資産 55,234 92,646

    貸倒引当金 △85,135 △85,135

   投資その他の資産合計 1,439,132 36.0 1,918,517 29.8

    固定資産合計 1,606,087 40.2 2,074,546 32.3

   資産合計 4,004,889 100.0 6,427,593 100.0



 
  

前事業年度
(平成17年３月31日)

当事業年度 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 ※１ 133,243 144,214

 ２ 未払金 144,798 112,557

 ３ 未払費用 27,867 26,143

 ４ 未払法人税等 273,700 345,200

 ５ 未払消費税等 21,653 32,380

 ６ 前受金 61,268 64,193

 ７ 預り金 7,083 17,403

 ８ 賞与引当金 39,800 40,600

 ９ 役員賞与引当金 37,120 36,700

 10 その他 ※１ 945 2,863

   流動負債合計 747,478 18.6 822,256 12.8

Ⅱ 固定負債

 １ 長期未払金 66,080 70,259

 ２ 役員退職慰労引当金 60,997 ―

   固定負債合計 127,077 3.2 70,259 1.1

   負債合計 874,556 21.8 892,516 13.9

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※４ 480,000 12.0 1,330,000 20.7

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 371,000 1,450,500

   資本剰余金合計 371,000 9.3 1,450,500 22.6

Ⅲ 利益剰余金

 １ 利益準備金 120,000 120,000

 ２ 任意積立金

  (1) プログラム等準備金 84,355 56,047

  (2) 別途積立金 1,282,200 1,366,555 1,582,200 1,638,247

 ３ 当期未処分利益 746,878 968,401

   利益剰余金合計 2,233,434 55.8 2,726,649 42.4

Ⅳ その他有価証券評価差額金 45,898 1.1 27,927 0.4

   資本合計 3,130,332 78.2 5,535,076 86.1

   負債及び資本合計 4,004,889 100.0 6,427,593 100.0



② 【損益計算書】 

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日
 至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 ※１ 3,246,368 100.0 3,471,729 100.0

Ⅱ 売上原価 104,668 3.3 94,850 2.7

   売上総利益 3,141,700 96.7 3,376,878 97.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※２

 １ 外注費 272,285 294,903

 ２ 役員報酬 148,734 134,332

 ３ 給料手当 438,299 530,559

 ４ 賞与引当金繰入額 29,858 32,541

 ５ 役員賞与引当金繰入額 37,120 36,700

 ６ 役員退職慰労引当金繰入 
   額

20,378 21,220

 ７ 研究開発費 296,683 318,257

 ８ 地代家賃 80,639 83,180

 ９ 減価償却費 64,323 45,174

 10 販売手数料 144,751 177,783

 11 その他 554,342 2,087,416 64.3 539,240 2,213,894 63.8

   営業利益 1,054,284 32.4 1,162,984 33.5

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 1,967 4,591

 ２ 受取配当金 ※１ 48,000 23,810

 ３ 為替差益 104 ―

 ４ 事務代行手数料 ※１ 18,900 7,280

 ５ その他 7,934 76,906 2.4 5,598 41,279 1.2

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 1,625 ―

 ２ コミットメントライン手 
   数料

3,904 4,075

 ３ 新株発行費 ― 15,170

 ４ 上場関連費用 ― 13,040

 ５ 為替差損 ― 1,155

 ６ その他 98 5,628 0.2 7 33,447 1.0

   経常利益 1,125,562 34.6 1,170,816 33.7

Ⅵ 特別利益

 １ ゴルフ会員権売却益 ― 19,828

 ２ 役員退職慰労引当金戻入 
   益

1,080 1,080 0.0 ― 19,828 0.6

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産除却損 ※３ 34,985 2,652

 ２ 前期損益修正損 ※４ 7,282 ―



  

 
  
  

売上原価明細書 

  

 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
 至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

 ３ 子会社株式評価損 107,757 ―

 ４ ロイヤリティ評価損 28,429 ―

 ５ 退職金制度廃止整理損 76,095 ―

 ６ 役員特別功労退職金 ※５ 89,503 344,054 10.5 ― 2,652 0.1

   税引前当期純利益 782,588 24.1 1,187,992 34.2

   法人税、住民税 
   及び事業税

367,918 519,681

   法人税等調整額 4,523 372,442 11.5 △12,403 507,278 14.6

   当期純利益 410,145 12.6 680,714 19.6

   前期繰越利益 336,733 287,686

   当期未処分利益 746,878 968,401

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比 
(％)

１ ロイヤリティ 44,555 42.6 70,919 74.8

２ 委託外注費 14,157 13.5 15,509 16.3

３ 当期製品製造原価 45,955 43.9 8,422 8.9

 当期売上原価 104,668 100.0 94,850 100.0



製造原価明細書 

  

 
(注) 当社の原価計算は、実際原価による個別原価計算によっております。 

  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比 
(％)

Ⅰ 外注費 45,955 100.0 8,422 100.0

当期総製造費用 45,955 100.0 8,422 100.0

期首仕掛品たな卸高 ― ―

 合計 45,955 8,422

期末仕掛品たな卸高 ― ―

当期製品製造原価 45,955 8,422



③ 【利益処分計算書】 

  

 
（注）日付は、株主総会承認日であります。 

  

前事業年度
(平成17年６月23日)

当事業年度 
(平成18年６月22日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 当期未処分利益 746,878 968,401

Ⅱ 任意積立金取崩額

 １ プログラム等準備金取崩
   額

28,307 28,307 28,307 28,307

合計 775,186 996,708

Ⅲ 利益処分額

 １ 配当金 187,500 233,750

 ２ 任意積立金

  (1) 別途積立金 300,000 487,500 400,000 633,750

Ⅳ 次期繰越利益 287,686 362,958



(重要な会計方針) 

  

 
  

項目
前事業年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 有価証券の評価基準及び評

価方法

────────

(１)子会社株式

移動平均法による原価法

(２) その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法に

より算定している。）

時価のないもの

移動平均法による原価法

(１)満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）

(２)子会社株式

同 左

(３)その他有価証券

時価のあるもの

同 左

時価のないもの

同 左

２ たな卸資産の評価基準及び

評価方法
貯蔵品 最終仕入原価法による原価法 同 左

３ 固定資産の減価償却の方法 (１) 有形固定資産

定率法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。

建物        15年

工具器具及び備品  ６年

(１) 有形固定資産

同 左

(２)無形固定資産

 商標権

 定額法によっております。

 ソフトウェア

市場販売目的のソフトウェアは

販売可能な見込有効期間（３年以

内）に基づく定額法によっており

ます。自社利用目的のソフトウェ

アは社内における見込利用可能期

間（５年）に基づく定額法によっ

ております。

(２) 無形固定資産

 商標権

同 左

 ソフトウェア

同 左

 営業権

その効果の発現する期間を合理

的に見積もることが困難であるた

め、発生時に一括償却しておりま

す。

────────

４ 繰延資産の処理方法 (１) 社債発行差金

商法施行規則の規定により償還期

間内にて均等額を償却しておりま

す。

────────

 

──────── 

 

(１) 新株発行費

支出時に全額費用処理しておりま

す。



  

 
  

項目
前事業年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

５ 引当金の計上基準 (１) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上してお

ります。

(１) 貸倒引当金

同 左

(２) 賞与引当金

従業員に対する賞与の支給に備え

るため、当事業年度に負担すべき支

給見込額を計上しております。

(２) 賞与引当金

同 左

(３) 役員賞与引当金

役員に対する賞与の支払に備える

ため、支給見込額に基づき計上して

おります。

(３) 役員賞与引当金

同 左

(４) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支払に備える

ため、内規に基づく当事業年度末要

支給額の100%を計上しております。

(４) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支払に備える

ため、内規に基づく平成17年６月末

要支給額の100%を計上しておりま

す。

６ リース取引の処理方法 リースの物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理によっております。

同 左

７ その他財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております。

同 左



(会計処理の変更) 

 
(追加情報) 

 
  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
  至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日)

────────

  固定資産の減損に係る会計基準

  当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９

日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用

指針」（企業会計基準委員会 平成15年10月31日

企業会計基準適用指針第６号）を適用しておりま

す。これによる損益に与える影響はありません。

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書

上の表示方法

「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律第

９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月１

日以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導入

されたことに伴い、当事業年度から「法人事業税におけ

る外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての実

務上の取扱い」（平成16年２月13日 企業会計基準委員

会 実務対応報告第12号）に従い法人事業税の付加価値

割及び資本割については、販売費及び一般管理費に計上

しております。

２ 退職給付引当金

 平成17年３月31日付で退職一時金制度を廃止いたしま

した。この廃止に伴い前払年金費用51,764千円及び退職

金規程の自己都合退職金額と会社都合退職金額との差額

24,331千円を特別損失の退職金制度廃止整理損として計

上しております。

１ 役員退職慰労金 

 

 当社は、平成17年６月末で役員退職慰労金制度を廃止

しております。なお、平成17年６月末までの在任期間に

対する未払い分については「役員退職慰労引当金」を取

崩し、「長期未払金」として表示しております。



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

 
  

前事業年度 
(平成17年３月31日)

当事業年度
(平成18年３月31日)

※1 関係会社に対する資産及び負債には区分掲記され

たもののほか次のものがあります。

売掛金         198,686千円 

買掛金         106,391千円

未収入金         2,704千円

流動資産（その他）    9,132千円

流動負債（その他）     834千円

※1 関係会社に対する資産及び負債には区分掲記され

たもののほか次のものがあります。

売掛金         178,755千円 

買掛金          92,931千円

未収入金          3,205千円

流動資産（その他）    11,745千円

流動負債（その他）    2,498千円

※2 担保資産及び担保付債務

担保資産 担保付債務

種類 金額 内容 金額
千円 千円

長期性預金 330,000 子会社の借
入金保証

107,390

子会社の借入金保証は保証枠を記載しております。

なお、長期性預金はビーエスピー共済会借入金枠
200,000千円に対しても担保提供しております。

※2 担保資産及び担保付債務

担保資産 担保付債務

種類 金額 内容 金額
千円 千円

長期性預金 200,000 ― ―

長期性預金はビーエスピー共済会借入金枠200,000千円
に対して担保提供しております。 
 
 

※3 前払ロイヤリティは他社ソフトウェアの使用許諾

料であります。

※3          同 左

 

※4 授権株式数及び発行済株式総数

授権株式数 普通株式 8,000,000株
発行済株式総数

普通株式 3,750,000株
 

※4 授権株式数及び発行済株式総数

授権株式数 普通株式 15,000,000株

発行済株式総数

普通株式 4,250,000株

 

5 偶発債務

 債務保証

子会社、ビーエスピー共済会及び従業員につい

て、金融機関よりの借入に対し債務保証を行ってお

ります。

保証先 金額 内容

千円

BSP 

International 

Corp.

ビーエスピー

共済会

従業員

107,390

200,000

602

金融機関よりの借入金

(1,000千US＄)

金融機関よりの借入金

金融機関よりの借入金

合計 307,992

なお、BSP International Corp.およびビーエスピー共
済会の金額は借入枠を記載しております。

5 偶発債務

 債務保証

ビーエスピー共済会について、金融機関よりの借

入に対し債務保証を行っております。 

 

保証先 金額 内容

千円

ビーエスピー

共済会

200,000 

 

金融機関よりの借入金 

 

ビーエスピー共済会の金額は借入枠を記載しておりま
す。

6 配当制限

商法施行規則第124条第3号に規定する金額は

45,898千円であります。

6 配当制限

商法施行規則第124条第3号に規定する金額は

27,927千円であります。



 
  

(損益計算書関係) 

  

 
  

前事業年度 
(平成17年３月31日)

当事業年度
(平成18年３月31日)

 

 7 当社は取引銀行４行とコミットメントライン設定

契約を締結しております。これら契約に基づく当事

業年度末の借入未実行残高は次の通りであります。

貸出コミットメントの総額 
借入実行残高

1,000,000千円
―

差引額 1,000,000千円

 7 当社は取引銀行１行とコミットメントライン設定

契約を締結しております。これら契約に基づく当事

業年度末の借入未実行残高は次の通りであります。

貸出コミットメントの総額
借入実行残高

1,000,000千円
―

差引額 1,000,000千円

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

※1 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。

関係会社よりの売上高       782,361千円

関係会社よりの事務代行手数料収入 10,300千円

関係会社よりの受取配当金収入   25,000千円

※1 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。

関係会社よりの事務代行手数料収入  4,400千円

※2 一般管理費に含まれる研究開発費は、296,683千円

であります。なお、当期製造費用に含まれるものは

ありません。 

 

※2 一般管理費に含まれる研究開発費は、318,257千円

であります。なお、当期製造費用に含まれるものは

ありません。 

 

※3 固定資産除却損は、主として建物改装費用11,646

千円、ソフトウェア23,179千円であります。

※3 固定資産除却損は、主として工具器具及び備品

1,790千円であります。

※4 前期損益修正損は、前期売上修正7,282千円であり

ます。

※4 

────────

※5 創業者３名に対する特別功労金であります。 ※5 

────────



(リース取引関係) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

（借主側）

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

（借主側）

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

 

取得価額 
相当額 
(千円)

減価償却累計額 
相当額 
(千円)

期末残高 
相当額 
(千円)

工具器具 
及び備品

33,707 12,455 21,251

ソフトウ 
ェア

5,040 168 4,872

合計 38,747 12,623 26,123

     
 

取得価額
相当額 
(千円)

減価償却累計額 
相当額 
(千円)

期末残高 
相当額 
(千円)

工具器具
及び備品

33,707 18,913 14,793

ソフトウ
ェア

5,040 1,176 3,864

合計 38,747 20,089 18,657

     

 

 ② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 7,392千円

１年超 19,318千円

合計 26,710千円

     
 

 ② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 7,541千円

１年超 11,777千円

合計 19,318千円

     

 ③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額

支払リース料 7,956千円

減価償却費相当額 7,352千円

支払利息相当額 814千円

 ③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額

支払リース料 8,061千円

減価償却費相当額 7,465千円

支払利息相当額 669千円

 ④ 減価償却費相当額の算定方法

     リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と

する定額法によっております。

 ④ 減価償却費相当額の算定方法

同 左

 ⑤ 利息相当額の算定方法

     リ－ス料総額とリ－ス物件の取得価額相当額

の差額を利息相当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっております。

 ⑤ 利息相当額の算定方法

同 左



(有価証券関係) 

前事業年度（平成17年３月31日）および当事業年度（平成18年３月31日）における子会社株式および関連会社株式

で時価のあるものはありません。 

  

(税効果会計関係) 

  

 
  

前事業年度
(平成17年３月31日)

当事業年度
(平成18年３月31日)

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産（流動）

未払事業税否認 21,450千円

賞与引当金繰入限度超過額 16,194千円

役員賞与引当金繰入限度超過額 15,104千円

その他 21,703千円

小計 74,453千円

繰延税金資産（固定）

役員退職慰労引当金繰入限度超過額 24,819千円

ソフトウェア評価損否認 68,889千円

子会社株式評価損 277,078千円

貸倒引当金繰入限度超過額 34,641千円

ゴルフ会員権否認 17,463千円

営業権償却超過額 12,003千円

その他 1,999千円

小計 436,892千円

評価性引当額 △311,719千円

繰延税金資産合計 199,628千円

繰延税金負債（固定）

プログラム等準備金 △38,452千円

その他有価証券評価差額金 △31,488千円

繰延税金負債合計 △69,941千円

繰延税金資産の純額 129,687千円
 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産（流動）

未払事業税否認 27,124千円

賞与引当金繰入限度超過額 16,520千円

役員賞与引当金繰入限度超過額 14,933千円

その他 3,195千円

小計 61,773千円

繰延税金資産（固定）

役員退職慰労引当金繰入限度超過額 28,588千円

ソフトウェア評価損否認 80,613千円

子会社株式評価損 277,078千円

貸倒引当金繰入限度超過額 34,641千円

ゴルフ会員権否認 10,714千円

営業権償却超過額 9,562千円

その他 1,553千円

小計 442,752千円

評価性引当額 △311,719千円

繰延税金資産合計 192,806千円

繰延税金負債（固定）

プログラム等準備金 △19,226千円

その他有価証券評価差額金 △19,159千円

繰延税金負債合計 △38,385千円

繰延税金資産の純額 154,421千円

 

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった重要な項目別の内訳

％

法定実効税率 40.6

（調  整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.8

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.1

均等割 0.1

評価性引当額の見直し 5.0

その他 1.1

税効果会計適用後の法人税等の負担率 47.5
 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった重要な項目別の内訳

％

法定実効税率 40.6

（調 整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.6

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.4

均等割 0.5

役員賞与繰入額 1.2

その他 0.2

税効果会計適用後の法人税等の負担率 42.7

 



(１株当たり情報) 

  

 
  

(注) １株当たり当期純利益および潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎 

  

 
  

(重要な後発事象) 

 前事業年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

該当事項はありません。  

  

 当事業年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

該当事項はありません。  

  

項目
前事業年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 834円75銭 1,302円37銭

１株当たり当期純利益 109円37銭 179円52銭

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

なお、潜在株式調整後１株当たり当
期純利益については、潜在株式が存
在しないため、記載しておりませ
ん。

178円99銭

項目 前事業年度 当事業年度

損益計算書上の当期純利益(千円) 410,145 680,714

普通株式に係る当期純利益(千円) 410,145 680,714

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式の期中平均株式数(株) 3,750,000 3,791,666

当期純利益調整額(千円) － －

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用
いられた普通株式増加数の主要な内訳（株）

 新株予約権 － 11,225

普通株式増加数(株) － 11,225

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり当期純利益の算定に含まれなかった潜在株

式の概要 －

新株予約権１種類 
(新株予約権の数3,750個) 
新株予約権の概要は「第
４ 提出会社の状況、１
株式等の状況、（2）新株
予約権等の状況」に記載
のとおりであります。



④ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

 

  

【債券】 

  

 
  

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(千円)

投資有価証券 
(その他有価証券)

㈱ビジネスコンサルタント 250,000 283,000

㈱ビーコンインフォメーションテク
ノロジー

150,000 165,000

ビーコンシステム㈱ 150,000 141,000

ＴＩＳ㈱ 30,000 95,400

スカイラピス㈱ 20 1,000

計 580,020 685,400

銘柄 券面総額(千円) 貸借対照表計上額(千円)

有価証券 
(満期保有目的の債券)

ダイヤモンドリース㈱ 
コマーシャル・ペーパー

1,000,000 999,928

計 1,000,000 999,928



【有形固定資産等明細表】 

  

 
(注)  1 当期増加額の主なものは、次のとおりであります。 

 
  

資産の種類
前期末残高 
(千円)

当期増加額 
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円)

当期償却額 
(千円)

差引当期末
残高(千円)

有形固定資産

 建物 62,538 26,351 1,195 87,694 28,232 7,398 59,461

 工具器具及び備品 93,520 8,001 25,732 75,789 48,367 5,489 27,421

有形固定資産計 156,058 34,352 26,928 163,483 76,600 12,887 86,883

無形固定資産

 商標権 4,530 ― ― 4,530 3,704 388 825

 ソフトウェア 357,625 13,502 ― 371,128 304,285 42,853 66,842

 電話加入権 1,478 ― ― 1,478 ― ― 1,478

無形固定資産計 363,634 13,502 ― 377,136 307,990 43,241 69,146

長期前払費用 2,500 ― ― 2,500 2,500 200 ―

繰延資産

 ― ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―

建物 本社 事務所統合に伴う変更工事 26,351千円

工具器具及び備品 本社 ＬＡＮおよび電話工事 4,270千円

ソフトウェア 本社 販売用ソフトウェア資産計上額 9,308千円

2 当期減少額の主なものは、次のとおりであります。

建物 本社 事務所統合に伴う変更工事 1,195千円

工具器具及び備品 本社 ＯＡ機器 19,809千円



【資本金等明細表】 

  

 
 (注) 1 資本金および株式払込剰余金の当期増加額および普通株式の当期増加は、平成18年３月15日付の有償一般募

集増資によるものであります。 

 2 プログラム等準備金の当期減少額および別途積立金の当期増加額は、前期決算の利益処分によるものであり

ます。 

  

【引当金明細表】 

  

 
(注) 役員退職慰労金制度を廃止したことによるものであります。なお、平成17年６月末までの在任期間に対する未払

い分については、「長期未払金」として表示しております。 

  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

資本金(千円) (注)1 480,000 850,000 ― 1,330,000

資本金のうち 
既発行株式

普通株式 (注)1 (株) (3,750,000) (500,000) (―) (4,250,000) 

普通株式 (注)1 (千円) 480,000 850,000 ― 1,330,000

計 (株) (3,750,000) (500,000) (―) (4,250,000)

計 (千円) 480,000 850,000 ― 1,330,000

資本準備金及び 
その他 
資本剰余金

資本準備金

株式払込剰余金 (注)1 (千円) 371,000 1,079,500 ― 1,450,500

計 (千円) 371,000 1,079,500 ― 1,450,500

利益準備金及び 
任意積立金

利益準備金 (千円) 120,000 ― ― 120,000

任意積立金

 プログラム等準備金 
(注)2

(千円) 84,355 ― 28,307 56,047

 別途積立金  
 (注)2

(千円) 1,282,200 300,000 ― 1,582,200

計 (千円) 1,486,555 300,000 28,307 1,758,247

区分
前期末残高 
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用) 
(千円)

当期減少額
(その他) 
(千円)

当期末残高 
(千円)

貸倒引当金 85,135 ― ― ― 85,135

賞与引当金 39,800 40,600 39,800 ― 40,600

役員賞与引当金 37,120    36,700 37,120 ― 36,700

役員退職慰労引当金 (注) 60,997 21,220 22,080 60,137 ―



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

ａ 現金及び預金 

  

 
  

ｂ 売掛金 

イ 相手先別内訳 

  

 
  

ロ 売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

  

 
(注) 消費税等の会計処理は税抜方式を採用していますが、上記金額には消費税等が含まれております。 

  

区分 金額(千円)

現金 1,778

預金

普通預金 1,854,705

定期預金 553,100

計 2,407,805

合計 2,409,584

相手先 金額(千円)

㈱ビーエスピーソリューションズ 178,634

富士ゼロックス㈱ 48,089

㈱ジェーシービー 44,383

㈱ビーコンインフォメーションテクノロジー 36,226

㈱大和総研 24,861

その他 496,320

合計 828,515

 
期首残高(千円) 

 
(Ａ)

 
当期発生高(千円)

 
(Ｂ)

 
当期回収高(千円)

 
(Ｃ)

当期末残高(千円)
 
(Ｄ)  

回収率(％)
 

(Ｃ) 
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

 

滞留期間(日) 
 

(Ａ)＋(Ｄ)

２

(Ｂ)

365

667,303 3,644,597 3,483,385 828,515 80.7 74.9



ｃ 貯蔵品 

  

 
  

ｄ 長期性預金 

  

 
  

② 負債の部 

ａ 買掛金 

  

 
  

ｂ 未払法人税等 

  

 
  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

   

区分 金額(千円)

プリペイドカード 670

リーフレット 60

合計 731

区分 金額(千円)

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 830,000

合計 830,000

相手先 金額(千円)

㈱ビーエスピーソリューションズ 85,408

オムロンソフトウェア㈱ 20,225

BSP International Corp. 7,522

㈱無限 4,248

日本情報産業㈱ 4,244

その他 22,564

合計 144,214

区分 金額(千円)

法人税 225,739

事業税 66,660

道府県民税 46,550

市町村民税 6,073

その他 176

合計 345,200



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
(注)   当会社の公告掲載方法は、電子公告とします。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による

公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行います。 

 なお、公告掲載場所は当社ホームページ（ http://www.bsp.jp/ ）であります。 

  

決算期 ３月31日

定時株主総会 毎年６月

基準日 ３月31日

株券の種類 10,000株券、1,000株券、100株券

中間配当基準日 ９月30日

１単元の株式数 100株

株式の名義書換え

  取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 三菱UFJ信託銀行株式会社  証券代行部

  株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 三菱UFJ信託銀行株式会社

  取次所 三菱UFJ信託銀行株式会社   全国各支店

  名義書換手数料 無料

  新券交付手数料 無料

単元未満株式の買取り

  取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部

  株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 三菱UFJ信託銀行株式会社

  取次所 三菱UFJ信託銀行株式会社  全国各支店

  買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法 (注)

株主に対する特典 該当事項なし



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1) 有価証券届出書およびその添付書類 

   有償一般募集増資(ブックビルディング方式による募集)および株式売出し(ブックビルディング方式に

よる売出し)を平成18年２月９日関東財務局長に提出 

   

(2) 有価証券届出書の訂正届出書およびその添付書類 

   平成18年２月９日提出の有価証券届出書に係る訂正届出書を平成18年２月24日関東財務局長に提出 

  

(3) 有価証券届出書の訂正届出書 

   平成18年２月９日提出の有価証券届出書に係る訂正届出書を平成18年３月６日関東財務局長に提出 

    

(4) 臨時報告書 

   企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）の規定に基づく臨時報告

書を平成18年３月15日関東財務局に提出 

  

  



該当事項はありません。 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年２月２日

株 式 会 社 ビ ー エ ス ピ ー 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ビーエスピ

ーの平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算

書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ビーエ

スピー及び連結子会社の平成１７年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券届出書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士  細 野 康 弘 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士  笹 本 憲 一 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士  吉 澤 祥 次 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２３日

株 式 会 社 ビ ー エ ス ピ ー 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ビーエスピ

ーの平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算

書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ビーエ

スピー及び連結子会社の平成１８年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券届出書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士  細 野 康 弘 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士  笹 本 憲 一 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士  吉 澤 祥 次 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年２月２日

株 式 会 社 ビ ー エ ス ピ ー 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ビーエスピ

ーの平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第２３期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益

処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財

務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ビーエスピ

ーの平成１７年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示し

ているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券届出書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士  細 野 康 弘 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士  笹 本 憲 一 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士  吉 澤 祥 次 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２３日

株 式 会 社 ビ ー エ ス ピ ー 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ビーエスピ

ーの平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第２４期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益

処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財

務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ビーエスピ

ーの平成１８年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示し

ているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券届出書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士  細 野 康 弘 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士  笹 本 憲 一 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士  吉 澤 祥 次 
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